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1. はじめに

財団法人家計経済研究所（以下、家計経済研究

所）による「消費生活に関するパネル調査」は、

1993年の開始以来毎年調査を実施しており、2006

年の調査は第14年度調査にあたる。家計経済研究

所では、これまで毎年の調査のたびに報告書をま

とめてきた。第1年度から第12年度調査までは報

告書を国立印刷局（旧・大蔵省［現・財務省］印

刷局）から刊行してきたが、第13年度調査以降

は、家計経済研究所の機関誌『季刊 家計経済研

究』の秋号においてパネル調査の分析結果を発表

している１）。この『季刊家計経済研究』第76号で

は、第14年度の「消費生活に関するパネル調査」

の結果に基づいた研究成果を特集としてまとめて

掲載している。

2. 消費生活に関するパネル調査について

「消費生活に関するパネル調査」は、女性とそ

の家族の生活実態を、収入・支出・貯蓄、就業行

動、家族関係などの諸側面から明らかにすること

を目的としている。最大の特徴は、同一個人に対

して長期にわたり継続的に調査を行う、パネル調

査という方法を採用している点にある。通常の調

査は、調査を実施するたびに異なる対象者に対し

て調査を実施することになるため、前回と今回の

調査結果の間に違いがあっても、それは集団レベ

ルの変動であって、個人レベルの変動をとらえた

ことには必ずしもならない。同一個人の変動をと

らえることは、同一個人を追跡するパネル調査を

行うことによってはじめて可能になる。したがっ

て「消費生活に関するパネル調査」は、女性のそ

の家族の生活実態に関して個人レベルの変動をと

らえることができるというメリットをもつもので

ある。

この「消費生活に関するパネル調査」は、特に

若年女性を調査対象として始まったものである。

若年女性は、就職や転退職、結婚や出産・育児な

ど、ライフスタイル上のさまざまな変動を経験す

る時期にあり、そうした変動を把握する上でパネ

ル調査という方法は最も適切なものであるといえ

よう。

対象者の抽出は、現在まで３回行われている。

第１年度（1993年実施）には、全国から無作為抽

出された24～34歳の女性1,500人を対象として調査

を開始した。その後、第５年度（1997年実施）に

全国の24～27歳の女性500人を、第11年度（2003

年実施）に全国の24～29歳の女性836人を、それ

ぞれ無作為抽出して対象者に追加している。この

結果、第14年度（2006年実施）においては、対象

者の女性は27～47歳という広い世代をカバーする

に至っており、人数は全体で1,769人（うち有配偶

者1,241人、無配偶者528人）となっている。

3. パネルデータによる生活時間の分析

今回収録した「消費生活に関するパネル調査」

の分析結果は、主に「生活時間」をテーマとして

執筆されたものである。
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生活時間（time use, time budget, time

allocation）とは、労働時間を含めた生活全体の活

動に使用される時間であり、生活全体のさまざま

な活動内容の構成と時間の配分を示すものである

（粕谷 2004）。生活時間に関しては、何らかの活

動に費やされる時間の長短を測定するというだけ

にとどまらず、「１日が24時間ある」ということ

が誰にとっても共通である中で、その24時間の諸

活動への配分の仕方をとらえるなどの着眼点が存

在するが、この生活時間に注目することによっ

て、人々の生活実態、さらには社会のあり方を明

らかにしようとする試みがさまざまな領域でなさ

れている。

それでは、なぜ今回の「消費生活に関するパネ

ル調査」の分析において、生活時間をテーマに選

んだのか。それは、近年生活時間をめぐって、い

くつかの具体的な社会的関心の高まりがみられる

ことに由来している。

ひとつは、労働時間、特に「働きすぎ」としば

しば言われるその長さへの関心である。日本の長

時間労働の改善が論じられるようになったのは決

して最近のことではない。「年間総実労働時間

1800時間」をめざす政府目標の決定を受け、1992

年には「労働時間の短縮の促進に関する臨時措置

法」、いわゆる時短促進法が制定されるなど、現

在に至るまでさまざまな労働時間短縮策が推進さ

れてきた。その一方で、1990年代以降激しい市場

競争が続く中、正規従業員の労働時間は減少傾向

をみせることなく、長時間労働は今なお問題とし

てたびたび論じられ続けている。また、サービス

残業と表現されることが多い不払い残業時間の長

さが社会問題化して久しいことも、無視できない

点である。このように、労働時間の長さとその背

景・要因をめぐる社会的な関心の高まりがみられ

る中で、生活時間の分析が求められているといえ

る。

もうひとつは、家族や世帯の中の関係の実態、

特に男女間の平等が達成されているといえるかど

うかについて、生活時間を通して考えるという関

心である。例えば、男性は長い労働時間、女性は

長い家事時間というように、性別によって異なる

時間配分をしていることを、長時間労働がもたら

す生活時間配分への影響としてとらえたり、男女

間での時間配分の不均衡を平等の観点から見直し

たりすることが挙げられる。また、世帯内の家事

労働のように、市場を介さない労働で女性によっ

て担われることが多い無報酬労働（アンペイドワ

ーク）を貨幣的に評価するにあたって、生活時間

が参照されることが多い。このように、男女間の

平等／不平等への関心から、男女間の関係の実態

が反映されるものとして、生活時間が注目され分

析がなされることがある。

さらにもうひとつ挙げられるのが、ワーク・ラ

イフ・バランスへの関心である。これは前二者の

関心の両方に関連するものであり、近年特にクロ

ーズアップされている関心である。そこでの問題

意識は、従来の制度や労働環境においては柔軟な

働き方が十分に保障されていたとはいえず、いわ

ば仕事と生活を二者択一的に選ばざるをえなかっ

たとして、これに対して仕事も生活も両立できる

ような生き方を重視し、それが可能になるような

制度・組織・社会のあり方を考えるというもので

ある。年齢や性別を問わず、子育てや介護をしな

がら働き続けることや、家族との団欒の時間を確

保できる働き方をするなど、個人や家族の事情に

応じた多様な働き方・生き方が選択できるという

ワーク・ライフ・バランスの実現可能性を探るこ

とは、必然的に生活時間の配分に注目することに

つながる。仕事と生活を両立するということは、

時間をはじめとするさまざまな資源の配分をどう

するかということと直結しており、実態を把握し

ワーク・ライフ・バランスに向けての方向性を探

る上で、生活時間についての分析は欠かせないス

テップであるといえる。

以上のように、生活時間を分析することは、さ

まざまな社会的な関心の高まりを背景にして、今

まさに求められているといってよいだろう。「消

費生活に関するパネル調査」は、生活時間につい

ての質問項目を含んでおり、生活時間に関するデ

ータが長年にわたって既に蓄積されている。回答

者（女性）の生活時間だけでなく、有配偶の場合

その配偶者の生活時間についてもデータを得てお

パネルデータによる生活時間の分析
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り、またパネル調査であるため、さまざまなライ

フイベントの経験など、時間の経過に伴って各個

人の生活時間配分がどのように変わったかを知る

こともできる。こうした点において、「消費生活

に関するパネル調査」のデータを生活時間という

テーマで分析することは、上述した社会的な関心

に応える可能性を大いに秘めているといえる。

4. 各論文の内容

以上のような背景のもとに、本号では「消費生

活に関するパネル調査」のデータをもとに、生活

時間の実態について分析を試みる。まず、坂口尚

文「パネルデータにみる夫の労働時間の推移」

は、30歳代の有配偶男性の労働時間、および家

事・育児時間について主に2000年代の変化を集計

したものである。労働時間については2000年代に

入り増加、その後高止まりの傾向がみられる。こ

れは、総務省「労働力調査」とほぼ同様の結果と

なっている。景気の回復にともない、30歳代男性

の労働時間がさらに長時間化したことが、同一個

人でみたパネル調査の場合でも確認されたことに

なる。また、子どもがいる世帯では家族と触れあ

う時間の必要性や夫の家事・育児の分担増から労

働時間が短くなる結果が事前には期待されたが、

実際は子どものいる世帯のほうが労働時間は長い

という結果が得られている。

村上あかね「有配偶女性の労働時間・働き方と

暮らし」は、有配偶女性の働き方に注目し、働き

方によって精神的疲労や夫婦関係満足度がどのよ

うに異なるのかを検討し、その背後にある家計や

生活時間との関連を調べている。村上によると、

週35時間以上という長時間の勤務をしている有配

偶女性のパートタイマーの場合、精神的疲労を訴

える割合はフルタイムの有配偶女性に匹敵するほ

どであり、さらに夫婦関係満足度など各種の生活

意識においても不満を抱えているという。夫の収

入の低さゆえに自分自身が長時間働くことになる

が、夫の家事・育児時間は短いため妻が家事に多

くの時間を回すことになり、家計だけではなく時

間のやりくりも求められるのが実情だといい、有

給休暇などを含むパートタイマーの処遇の改善の

必要性を主張している。

福田節也「ライフコースにおける家事・育児遂

行時間の変化とその要因」は、個人の家事・育児

時間の変動要因について分析したものである。未

婚女性は親と同居していると家事時間が少なくな

る傾向があるが、それは若い年齢のうちに限られ

るということ、妻の仕事・通勤時間が増えると夫

の家事・育児時間が増え、夫の仕事・通勤時間が

増えると妻の家事・育児時間が増えるというこ

と、妻が働きに出ることによる家事・育児時間の

減少は、夫の家事・育児時間の増加では補いきれ

ず、妻は夫以外の資源に頼るか、世帯における家

事・育児時間が減少したころを見計らって働きに

出ていることなどが指摘されている。

田中慶子「家族領域での時間と妻の関係満足

度」は、主に共働き夫妻に焦点を合わせて、休曜

日（１週間のうち休日の曜日）のパターンや夫妻

間での時間のバランスと夫妻関係の関係満足度と

の関連を検討している。その結果、妻がフルタイ

ムかパートかにかかわらず、例外はあるものの、

週休２日であり休曜日が一致しやすい妻の関係満

足度は高いこと、夫が家事をし、夫の休日の余暇

時間が妻よりも短い場合に関係満足度は高く、休

日の夫の余暇時間が長いときは低いことなどが明

らかにされている。そうした結果から、週休２日

の実現および夫妻が互いに家族領域での時間を確

保し、夫の家族役割（ここでは家事）に参加する

ことが、妻の関係満足度を高めるという示唆を得

ている。

以上の各論文を通じて明らかになったのは、生

活時間という側面からみた、現代日本社会に生き

る人々の姿である。24時間という限られた時間

を、労働時間や家事・育児時間が多くを占めざる

をえない中で生活を営んでいることが浮かび上が

っている。人々の暮らしをめぐるこうした状況に

対しては、例えば「サービス残業に対してきちん

と賃金を支払う」といった対応を考える人もいる

かもしれない。そうした対応の可能性を探ること

が重要であるのは言うまでもないが、各論文から

みえてくるのは、人々の生活において直接問題に

季刊家計経済研究　2007 AUTUMN No.76
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なっているのは時間の配分のあり方であり、その

ことがもつ重要性も非常に大きいということであ

る。現代日本社会における人々の暮らしを考える

上で、生活時間のあり方に直接関わる対応も強く

求められているということを、今回の「消費生活

に関するパネル調査」の分析は示しているのでは

ないだろうか。

5. 用語について

最後に、以下の分析で用いられる用語について

簡単に整理しておく。

1993年に実施された、「消費生活に関するパネ

ル調査」の第１年度調査を、以下では「パネル1」

とよぶ。したがって、2006年に実施された第14年

度調査は「パネル14」ということになる。

また、「消費生活に関するパネル調査」では、

上述したように３度にわたり対象者の抽出を行っ

ている。以下では、第１年度（1993年）に抽出し

た対象者、第５年度（1997年）から追加された対

象者、第11年度（2003年）から追加された対象者

を、それぞれ「コーホートA」「コーホートB」

「コーホートC」とよぶ。ちなみに第14年度調査の

時点では、コーホートAは37～47歳、コーホート

Bは33～36歳、コーホートCは27～32歳になって

いる。

配偶状態に関しては、「有配偶」、「無配偶」、

「新婚」という３つの用語を用いる。それぞれ、

「配偶者がいる者」、「未婚、あるいは離婚、死別

により配偶者がいない者」、「パネル13では無配偶

であったが、パネル14では有配偶である者、もし

くはこの1年の間に離婚と再婚があった者」とい

う意味である。また、「＊＊継続」（例えば有配偶

継続、同一企業継続、同居継続）とは、特に断り

のない限りパネル13・パネル14の状態についての

表現であり、それ以外の期間の状態を表すもので

はない。

なお、ここで「学歴」として用いるものは、原

則として卒業あるいは修了した場合の最終学歴を

さしている。たとえば「中学」は、中学卒業者と

高校中退者をさしている２）。

注
1）最近のものとしては、財団法人家計経済研究所編
（2005; 2006）がある。なお後者は、『季刊家計経済研
究』第72号（2006年）に掲載されたパネル調査の分析
結果に加えて、調査実施の概要や対象者の基本属性に
関する資料などをあわせて収録したものである。

2）なお、学歴をこのような内容に定めたのは第３年度調
査の報告書以降であり、第２年度調査の報告書では最
終学歴に中退者も含めている。
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あるもの（２）その期間、夫が継続して正規の雇

用者であるもの。

「家計研パネル調査」は女性を対象にした調査

であるが、今回その夫のみを分析したのは、（有

配偶）女性では長期にわたって継続雇用されてい

る数が少なく、さらに就業形態も多様であり労働

時間のばらつきが大きい。そのため労働時間だけ

を摘出するとデータの代表性の面で問題が残るか

らである。また（１）については、データ数を増

やすため第５回調査より新たに加わった対象を含

めたためである。（２）は自営業の回答は個々人

によって値のぶれが大きいため、今回の分析から

は除外している。例えば、睡眠時間以外、１日20

時間以上働いているというものがある。これなど

は多分に家での待機時間がすべて含まれているも

のと思われる。

なお今回の分析の対象数は351であり、この同

じ対象を1998年から2006年の９カ年使用すること

となる。夫の平均年齢は、1998年で33歳であり、

９年後の2006年の調査時点では41歳になる。ま

た、調査の実施は毎年９月末から10月にかけてで

ある。

3. 労働時間の推移

今回、労働時間の推移を測定するにあたっては

回帰式を使用した。パネル調査を使って純粋な労

働時間の年次変化をみるには、子どもの有無など

の個人固有の要因をコントロールする必要がある

ことと、それら要因に回帰させることによって逆

に個別要因が労働時間に与えている影響が分かる

からである。その分析結果を示す前に、まず使用

した労働時間のデータについて説明しておく。

「家計研パネル調査」では、労働時間については、

次の二つの形式で質問を行っている。一つは週当

たり労働時間を尋ねているもの。もう一つは、１

日の生活時間のうち何時間を仕事として割り振っ

ているかを尋ねているものである。また週当たり

労働時間はその時間を直接聞くのではなく、10個

の時間枠に分けたものの中からその一つを選ぶ形

式になっている１）。

一般論としては、労働時間の推移をみるには、

１日の労働時間よりは週当たり労働時間を用いる

ことが望まれる。仕事の進捗や繁忙の状況に応

じ、必要とされる労働時間は日々変動するからで

ある。そのため、１日当たりの労働時間は、回答

者が比較的忙しい日の労働時間を記入したのか、

それとも平均的なそれを記載しているのかは定か

ではない。一方で「家計研パネル調査」の、週当

たり労働時間を使用する際に大きなデメリットが

ある。それは回答が時間枠でカテゴリー化されて

いることである。労働時間の回答枠は数時間にま

たがり、またそれぞれの時間幅も異なっている。

カテゴリー化されたデータでは大枠を捉えること

はできるが、連続量として扱えないため詳細な分

析をする際には大きな制約となる。

そこで、今回の分析にあたっては、週当たりの

労働時間を、１日当たりの労働時間からの情報を

活用して連続量に近づけることにする。まず１日

当たりの労働時間を平均的な労働時間と仮にみな

す。そして、別途、調査している週当たりの勤務

日数をその値にかけて算出する２）。このとき、そ

の積が週当たり労働時間で回答しているカテゴリ

ーの上限を超えている場合は、その上限値を当て

はめ、逆に下限を下回っている場合はその下限値

を適用した。また週当たりの労働時間の下限は14

時間で、上限は98時間で打ち切っている。

さて本節の冒頭で、労働時間の時系列の変化を

みるには、対象個々に特有の要因をある程度コン

トロールしなければならないと述べた。子どもの

誕生やその後の子育てに伴う時間は、労働時間の

長さに直接的に影響を与えるとも考えられる。子

どもの誕生といった個々の世帯特有の出来事にも

かかわらず、対象数がさほど多くないことから、

それらが全体の集計値に影響を与えることも予想

される。これらのうち、「家計研パネル調査」で

調査し捕捉している要因については説明変数とし

て代入してコントロールしている。それら説明変

数の詳細については後述する。

もう１点、労働時間に影響を与える対象個々に

特有の要因としては、測定誤差と呼ばれる問題が

ある。家計研パネル調査は実際に働いた夫ではな

パネルデータにみる夫の労働時間の推移
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く、その配偶者に調査票の記入を依頼している。

そのため夫の正確な労働時間を把握していないケ

ースも含まれている可能性がある。また、それゆ

え値がきりのよい時間に丸められてしまう影響が

出やすい。実際、対象期間の延べにして、週当た

り労働時間については35.2％の回答者が、１日当

たりの労働時間では30.5％の回答者が連続する２

年でまったく同じ労働時間を回答している。今

回、週当たり労働時間に補正したため２年間で同

一回答をしている者の割合は19.9%まで減少した

ものの、依然として一定数が存在している。毎

年、似たような労働時間を回答することは、いわ

ば回答者の癖のようなものであるから、回答した

労働時間の年度ごとのばらつきも個人固有の効果

として処理すれば、推計式全体に与える影響をあ

る程度減じることができる。今回は、その個人間

のばらつきを確率的な誤差項として回帰式に挿入

している。また、労働時間の長さには個人固有の

ものだけでなく、産業や企業規模の影響に起因す

る部分があるとも考えられる。回帰式には誤差項

をそれらの階層ごとに分けるマルチレベル・モデ

ルを適用した。よって推計に使用した回帰式は以

下のようになる。

左辺のhは労働時間であり、右辺のβはそれぞ

れの変数に対する係数を示す。yearは年次ダミー

をあらわし、この係数の大きさが平均的な労働時

間の年ごとの水準変化を示している。I（・）は

１か０の値を返す指示関数で、子どもの有無など

のダミー変数となる。詳細は後述するが、実際に

用いたダミー変数としては、子どもの有無、妻の

就業およびその就業形態、親との同居である。X

は労働時間に影響を与える連続的な変量であり、

今回の分析では所得のみを使用している。ξは同

一産業あるいは企業規模内での誤差、νは同一個

人内での誤差、εはモデルでは説明できない要因

であり、これも正規分布に従う誤差として扱う。

添字のiは個人、jは産業（企業規模）、tは調査年

を示している。

年齢も本人の職階等の代理指標として、労働時

間と関連がある大きな要素とは考えられる。例え

ば40歳ならば課長相当の仕事が求められるといっ

た具合である。ただ、実際、年齢を説明変数に加

えた推計もしてみたが、結果はほとんど労働時間

の水準に影響を与えていなかった。これは、年齢

幅が狭いこと、および対象の入れ替えを行ってい

ないことが大きな要因であると考えられる。年齢

幅が狭い場合、１歳の刻みに大きな意味があると

は考えにくい。同一個人でみた場合、例えば40歳

から41歳になったからといって、労働時間に大き

な増減があるとは考えられない。また年齢幅が狭

い上で対象の入れ替えを行っていないことは、年

次ダミーの影響との区別がつきにくいことをも意

味する。なぜならば、次の年の調査になると皆の

年齢が一様に増えるからである。年次ダミーとの

識別の難しさは、30歳代前半といった年齢層でカ

テゴリー化したとしても同様である。最新年ほど、

多くの対象者がより年齢層の高いカテゴリーに入

り、逆に若い年齢層は少なくなるためである。こ

れらの理由から、今回の分析からは年齢をはずし

ている。

さて、回帰式の推計結果をまとめたものが図

表－１である。まず、年次変化について確認して

おこう。どのモデルの推計式でも、また多くの年

次の係数でも低い棄却域の水準で有意な値が出て

いる。時系列の変化を視覚化するため図表－１の

Model １の年次ダミーの係数をグラフに書き直し

たものが図表－２である。なお、図表－２の縦線は

係数プラスマイナスの標準誤差の区間である。図

表－２をみると2000年代前半にかけて、労働時間

が上昇していることが読み取れる。ピークの2002

年には54時間に達し、基準の1998年と比べて2時

間近く増加したことになる。その後の2003年以降

は、減少に転じているものの、ほぼ53時間台と依

然として高い水準を維持している。

図表－３は参考のために総務省「労働力調査」

の10月調査の平均週間就業時間をプロットしたも

のである。これらは、男性、非農林業の従業者の

月末１週間の労働時間を年齢別にまとめたもので

ある。図表－２（「家計研パネル調査」）と図表－３

hit=β0+β1t yeart+β2 I（・）it+β3Xit+ξj+νi+εit
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（「労働力調査」）を比較すると、「労働力調査」の

2002年をピークにその後、減少に転じる30歳代の

動きと「家計研パネル調査」の値はほぼ一致して

いるといってよい。再述になるが、今回、対象と

した夫の平均年齢は2006年の調査時で41.0歳であ

る。家計研パネル調査では基本的に対象の入れ替

えはないから、2000年での平均年齢は35歳という

ことになる。若干、家計研パネル調査の方が労働

時間は長いが、これには1日の労働時間を週当た

り労働時間へ調整したことも少なからず影響して

いると思われる。

なぜ労働時間はこのよ

うな動きをしているのだ

ろうか。2002年の初頭は

景気が底入れした時期で

ある。景気の変動に応じ

て企業の労働需要は変動

するが、通常、雇用量で

の調整が行われる前によ

り容易に動かしやすい労

働時間での調整が行われ

る。そのため、景気回復

期には労働時間が上昇す

ることになる。図表－２、

３における2002年の労働

時間の上昇は、この事実

を反映したものと思われ

る。先行してもともと労

働時間が長かった30歳代

の労働者に労働時間の長

時間化の波が押し寄せて

いたことになる。また、

景気と労働時間の関係を

裏付けるように、厚生労

働省の『平成19年版　労

働経済白書』で示されて

いる「毎月勤労統計調査」

の調査結果でも、2002年

の第３四半期から所定外

労働時間（事業規模５人

以上）の対前年同期比が

上昇し始めている。ただ、「毎月勤労統計調査」

のデータでは2002年以降も所定外労働時間は上昇

を続ける。これにはパートタイム労働者等の所定

外労働時間の増加の影響もある。家計研パネル調

査のデータでは、週休２日で換算すれば、１日当

たりの労働時間が11時間近くになっているわけで

あるから、集計値のレベルではこれ以上の上昇は

ないといえよう。すなわち、今回分析の対象とし

た30歳代では、2000年初め、労働時間が天井付近

で高止まりの傾向を示しているといってよいだろ

パネルデータにみる夫の労働時間の推移
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う。

続けて図表－１の他の変数の影響についてみてみ

る。所得については、単位は千円であり、対象全

員が月給で給与を得ている。係数の値をみると所

得が高くなるほど労働時間も増えていることが確

認できる。おおむね、１万円上がると0.1時間上昇

する結果となっている。もちろん労働時間の増加

は残業代の増加を通じて所得の方向へも影響を与

えうる。ただ、多くの労働者にとって基本給部分

が月給の中で大きな比重を占めているはずであり、

そのベースとなる所定内労働時間は労働者間で大

きな違いはない。高い所得はその対価として相応

の成果が求められると考えられる。ゆえに、一つ

の解釈として、高い所得のものほどその成果を実

現するために、労働時間が長時間化していること

が考えられる。

次に個々の家庭状況の

違いを表した変数の結果

についてみてみる。使用

したのは、子どもの有無、

妻の就業およびその形態、

親との同居である。まず、

子どもの有無に関しての

影響について述べる。ダ

ミー変数の基準は子ども

がいる場合においている。

先に述べたように、子ど

もがいる世帯では、育児

等に割く時間の必要性か

ら労働時間が減少するこ

とが予想された。しかし

ながら、係数の値をみれ

ば、子どものいる世帯の

方が3時間程度、労働時間

が長いという結果が得ら

れている。

もちろん、子どもの有

無に関しては、（潜在的

な）他の変数からの影響

がないか、さらなる吟味

が必要である。一つは年

齢層を反映している可能性がある。また、回答が

妻の記入によるものであるため、子どもがいない

場合は夫と一緒にいる時間が長く感じられるかも

しれない。また、対象の入れ替えがないことによ

り、最新の調査年度ほど子どもがいる世帯が増加

する。そのため年次ダミーとの分離が難しいとこ

ろがある。実際、図表－１をみると、子どもなし

ダミーを追加したことによって、年次ダミーの係

数の標準誤差が近年ほど増大し、係数の値が不安

定になっている。しかし、どのような留保条件が

つくにしても、子どもがいることで労働時間が削

減されることはないといえる。さらに図示はして

いないが、子どもが生まれた世帯に限って、その

誕生前後の夫の週当たり労働時間の変化を算出す

ると、中央値で０、平均値で1.1時間の増加となっ

ている。つまり、労働時間はほとんど変化してい
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ないか、むしろ増加の傾向にある。子どもの誕生

があった特別な年でさえ減少に転じないことから

みても、子どもの存在が夫の労働時間に大きく影

響を与えていないことが確認される。

妻の就業およびその就業状態別での影響は、家

事分担の兼ね合いから若干の減少に働くものと事

前には予想された。特に、ある程度の時間を拘束

される正規就業で妻が就業している場合は、より

強い結果に働くと思われる。しかし、どの就業形

態であっても棄却域10％以下で有意になる係数は

なかった。すなわち、妻の就業が夫の労働時間に

明らかな影響を与えては

いないことになる。ただ、

子どもの有無ほどの強い

影響力は持っていない。

また、親との同居は夫の

労働時間にはほとんど影

響を与えていない結果が

得られている。

以上をまとめると、夫

の労働時間は妻の就業状

態や親との同居といった

要因には影響を受けない

ことが分かった。子ども

の有無に関しては、むし

ろ子どものいる世帯の方

が夫の労働時間は増加の

傾向にある。結局のとこ

ろ、労働時間に変化を与

えているのは景気の影響

がほとんどであるといえ

よう。

4. 家事・育児時間

前節では夫の労働時間

は家庭側の要因で調整す

る、あるいはできるもの

ではなく、景気の要因に

よってほぼ決定されてい

ることが分かった。それ

では、家庭側の要因と直接的に結びつくと考えら

れる家事・育児時間についてはどうであろうか。

そもそも、夫は家事・育児に携わる時間が妻に比

べて極端に短い。2006年の調査では、就業してい

る妻の家事・育児時間の平均が平日で4.5時間。休

日で6.3時間である３）。一方で夫のそれは平日で0.4

時間、休日で2.2時間である。それでも労働時間と

同様の要因分解を夫の平日、休日の家事・育児時

間について行ってみたところ、家事・育児時間の

配分には家庭側の要因で違いがうかがえた。結果

は図表－４に示している。平日、休日ともに１日

パネルデータにみる夫の労働時間の推移
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図表--4 夫の家事・育児時間の回帰分析 
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当たりの時間である。

推計の仕方は労働時間の場合とほぼ同じであ

る。ただ、家事・育児時間については０時間の回

答が多い。調査期間の延べにして、平日では全体

の54.5%が、休日では21.2%が０時間と答えてお

り、多数の夫が家事・育児に従事していない実態

がある。家事・育児時間の分布を描くと、当然０

以下の時間は観測されないので、０のところでち

ょうど切断された形状になる。従属変数である家

事・育児時間の分布がこのように切断された形状

をしているとき、説明変数とのきれいな対応がと

れない。通常、分布の切断があるときは、一般的

な回帰ではなく、トービットモデルと呼ばれる手

法を適用しその不具合を修正する。本稿でもトー

ビットモデルを採用している。ただ、このトービ

ットモデルでは、０時間以下の部分を仮想的に考

える推定法のため、直感的には解釈しにくい係数

値が得られることもある。そのため、カテゴリー

ごとの０時間の割合を併せて提示して、どのよう

なカテゴリーの場合に家事・育児時間が少ない傾

向にあるかをみることにする。トービットモデル

の推計結果を示した図表－４からは、係数の相対

的な大きさを把握してほしい。

さて図表－４から、まず年次の影響をみてみる

と、平日に関しては家事・育児に関わる時間は

2004年以降が有意に他の年度に比べて低い値を示

している。図表－５をみても、０時間の回答の割

合が直近の３カ年で増加していることが分かる。

前節でみたように労働時間は2002年以降、増えて

いなかったため、労働時間増加のあおりを受けた

わけでもないようである。また休日に関しては、

ほぼ一貫して減少の傾向にある。対象に入れ替え

がないため、近年ほど子どもの年齢は高いことに

なる。ゆえに子どもが大きくなって手がかからな

くなったことが、近年の家事・育児時間減少の別

の要因として働いていることも考えられる。

夫の所得の影響であるが、平日に関しては有意

な結果が得られているが、係数の値が極端に小さ

いものでその影響は限られたものであることが分

かる。ちなみに、図表で0.00となっている数値の

実際は、10万円上昇して12分程度の減少である。

一方、休日に関しては、所得はまったく影響を与

えていない。

子どもの有無は使用した変数の中では、突出し

て家事・育児時間に影響を与えている変数となっ

た。図表－５をみても、子どものいない世帯では

０時間の世帯が多いことが分かる。特に休日に関

して、０時間の割合が子どもありの世帯では

19.0%であるのに対し、子どもがいない世帯では

45.2%と顕著な差がある。ただ逆に、子どもの存

在が家事・育児時間を極端に押し上げるというこ

とは、子どものいる世帯の家事・育児の中身の大

半が育児ということを示唆している可能性がある。

また、子どものいない世帯は、週当たりの労働時

間も短かったことから、睡眠などの生活基礎時

間、あるいは娯楽といったその他の生活時間によ

り多く配分されていることになる。

妻の就業の影響は、正規就業の場合、平日に関

しては妻が無就業の場合と大きな違いはない。た

だ、差がほとんどないことから、妻が働いている

からといって夫が家事・育児を積極的に手伝う傾

向もないと言える。一方、休日に関しては少ない

結果となっている。妻が正規就業以外の場合、パ

ートおよびその他の就業形態の場合は、平日、休

日ともに有意に下げる傾向にある。妻が働いてい

季刊家計経済研究　2007 AUTUMN No.76
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年次 

平日 

休日 

 

平日 

休日 

1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 

2003年 2004年 2005年 2006年 

53.3% 

19.4% 

48.7% 

19.4% 

49.6% 

16.8% 

53.0% 

22.2% 

57.3% 

20.8% 

57.3% 

23.1% 

58.7% 

22.5% 

57.0% 

24.5% 

55.8% 

22.2% 

子どもの有無 

平日 

休日 

子どもあり 子どもなし 

53.3% 

19.0%

67.7% 

45.2%

就業状態 

平日 

休日 

無就業 

53.4% 

17.5% 

正規従業員 

42.6% 

19.5% 

パート 

61.7% 

28.9% 

その他 

68.7% 

16.9% 

親との同別居 

平日 

休日 

別居 同居 

55.1% 

19.5%

53.3% 

24.9%

図表--5 カテゴリー別、夫の家事・育児時間が０の割合 
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ると、なぜ夫の家事時間がかえって低い値になる

のか、残念ながら今回の分析結果だけからはうか

がい知ることはできない。ただ、妻自身が就業し

ている場合、働いている上に家事もこなしている

大変さから、夫の家事に対する貢献度自体を過小

評価している可能性はある。また、子どもが成長

し育児に手がかからなくなったため、妻が就業を

していることも考えられる。これは、夫の家事・

育児時間がもっぱら育児に充てられているという

推測と整合的である。夫の家事・育児の中身につ

いてはさらなる吟味が必要である。最後に親との

同居は、労働時間の場合と同様、影響力のない変

数となっている。

以上をまとめると、夫の家事・育児時間に関し

ては年次変化の影響はあるものの、個々の家庭側

の要因も影響力を持っている。特に大きな影響力

を持つのは子どもの有無についてである。子ども

がいる世帯での家事・育児時間の増加は、おそら

く育児がその主体を占めていると思われる。労働

時間はむしろ子どもがいる世帯の方が長かったこ

とから、その時間の長短は別として、夫も他の生

活時間を削って家事・育児には携わっていること

になる。もちろん育児としてどのような行動をし

ているのか、その中身を吟味する必要性は残され

ている。ただ、残念ながらそのことは「家計研パ

ネル調査」の調査内容からでは把握できない。

5. まとめ

以上、30歳代の男性の労働時間、またそれと併

せて家事・育児時間についての集計結果を提示し

た。労働時間については2000年代に入り増加し、

2002年にピークを迎えている。その後若干の減少

傾向がみられるが、週当たり53時間台というかな

り高い水準を維持していることから高止まりの傾

向にあるといってよい。この動きは、「労働力調

査」とほぼ同様の結果となっている。景気の回復

にともない、30歳代男性の労働時間がさらに長時

間化し、その後あまり減少していないことが、同

一個人を追跡したパネル調査でも追認されたこと

になる。

さらに、興味深い結果となったのが、子どもの

有無による労働時間の相違である。子どもがいる

世帯では家族と触れあう時間の必要性や夫の家

事・育児の分担増から労働時間が短くなる結果が

事前には期待された。しかしながら、実際は子ど

ものいる世帯の方が労働時間は長い結果となっ

た。一方で子どものいる世帯での夫の家事・育児

時間は長いのである。すなわち、平日については

睡眠時間等の別の時間を削減して家事・育児時間

に充てていることになる。

このように、夫の労働時間の増減は景気変動の

影響でほぼ説明がつく結果となり、その長時間労

働の実態が強制的なものであれ、自発的なもので

あれ、依然として家庭側の要因では労働時間が調

整されない状況にあるといえる。

注
1）回答コードは、1．15時間未満　2．15～21時間　3．22
～34時間　4．35～42時間　5．43～45時間　6．46～48
時間　7．49～54時間　8．55～59時間　9．60～64時間
10．65時間以上、である。

2）休日数の調査をしていない11年度調査から13年度調査
にかけては、10年度調査と14年度調査の平均値を入れ
ている。

3）今回の分析対象世帯のみでの平均値である。
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1. 問題の所在

現在、日本では、働きすぎとその弊害が問題化

しつつある１）。報道では有配偶男性の働きすぎが

取り上げられることが多いが、これは性別役割分

業が強固な日本社会では、主に男性が経済的役割

を担っているためだろう。しかし、最近では、共

働き夫婦の割合が増えていることにみられるよう

に、有配偶女性の役割は家事・育児などの家庭役

割にとどまらなくなっている。住宅、教育、年金

など家計において不確定な要素が高まりつつある

現在、有配偶女性の経済的役割の重要性も増しつ

つある。

このような変化に対応して、既婚男性の家庭役

割も重要性を増しつつある。しかし、2006年の

「社会生活基本調査」によれば、妻の就業の有無

にかかわらず、夫が家事や育児、介護、買い物に

かける時間は妻と比べて短い。総平均時間をみる

と、共働き世帯では夫の30分に対し妻は４時間15

分、夫が有業で妻が無業の世帯では夫は39分、妻

は６時間52分である。結果として、共働き世帯で

は、家事関連時間と仕事時間の合計は夫（合計８

時間38分）よりも妻（９時間12分）のほうが長く

なっている。本誌今号に収録されている福田論文

によれば、若い結婚コーホートでは、夫の家事・

育児時間は増えていることが示されているが、それ

でも夫が短い状況にかわりはなく、有業の妻が仕事

と家事の両立に負担を感じていることが想像でき

る２）。このような現状に対して、夫婦のありかた

は従来の「男性は仕事、女性は家事」という性別

役割分業から、「男性は仕事、女性は仕事も家事

も」という新・性別役割分業に変わったと言われ

ることもある。

有配偶女性の多くは結婚・出産を機に退職し、

子供がある程度大きくなってからパートタイマー

として働くことが多い。パートタイマーという働

き方は、仕事責任も家庭責任も果たすことができ

ると思われがちだ。しかし、大沢（2001）は、労

働省の調査をもとに、日本ではパートタイマーで

あるにもかかわらずフルタイム並みに労働時間が

長いパートタイマー（「フルタイム・パート」ま

たは「疑似パート」）が「パート」の20％ほど、

実数にして120万～130万人と述べている（男女合

わせた数字である）。「短時間労働者の雇用管理の

改善等に関する法律」（パートタイム労働法）の

対象である「短時間労働者」とは、「１週間の所

定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労

働者の１週間の所定労働時間に比べて短い労働

者」であることから、「フルタイム・パート」と

いう言葉は矛盾した表現といわざるをえない。

そして「平成13年パートタイム労働者総合実態

調査」（厚生労働省）から、現在の働き方を選ん

だ理由をみると、フルタイム・パート（同調査で

は「その他」に分類される）は、「正社員として

働ける会社がないから」とする労働者の割合がも

っとも多く（38.0％）、労働時間が短いいわゆる

「パート」では「自分の都合のよい時間（日）に

働きたいから」とする労働者の割合がもっとも多

い（50.0％）こととは対照的である。『平成15年版

労働経済の分析』によれば、こういった１週間の

有配偶女性の労働時間・働き方と暮らし

特集論文

村上 あかね
（財団法人 家計経済研究所 研究員）

第 ３ 章



- 16 -

有配偶女性の労働時間・働き方と暮らし
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所定労働時間が正社員と同じか長い者で正社員で

ない者の割合は1990年および95年には2.9%であっ

たが2001年には3.9%に増加している。

正社員を希望しながら叶わなかったという理由

や規模の増加を考えると、長時間働くパートタイ

マーの存在は社会的にも重要な課題だといえよ

う。しかし、「パートタイム労働者総合実態調査」

の主眼は事業所調査であり、個人調査では、年齢

構成、配偶者の有無、就業の実態、仕事について

の考え方、年収等が尋ねられているのみにとどま

る。

このような現状を踏まえ、本稿では、「消費生

活に関するパネル調査」（以下、「パネル調査」と

省略する）を用いて、働き方（労働時間および従

業上の地位の組み合わせ）によって、生活意識・

生活時間・家計がどのように異なるかを定量的に

明らかにする。

2. 有配偶女性の働き方とその推移

（1）有配偶女性の働き方の類型化

本稿では、「パネル調査」に含まれる質問項目

のうち、就業状態（有職か、無職か）、従業上の

地位（自営業・家族従業者・自由業者か雇用者か

の別、および常雇かそれ以外かの別）、１週間あ

たりの労働時間によって、有配偶女性を「自営・

家族従業者、自由業者、その他」、「被雇用短時間

常雇」、「被雇用長時間常雇」、「被雇用短時間パー

ト」、「被雇用長時間パート」、「休業中」、「無職」

（学生は除く）の７つに分類した３）。

官庁統計をみると週あたりの労働時間が35時間

未満の「短時間労働者」をパートとみなすケース

と、呼称を用いるケースがある。本稿では、まず

呼称を優先し、つぎに労働時間の長短によって上

記の類型を作成した。以後は、それぞれ「自営ほ

か」、「短時間常雇」「長時間常雇」、「短時間パー

ト」、「長時間パート」、「無職」と表記を省略する。

（2）過去10年間の調査における有配偶女性の

働き方の変化

本稿の分析は、パネル14（2006年調査）のデー

タが中心であるが、図表－１には1993年から調査

を続けているコーホートAの過去10年間（1996年

～2006年）の状況を示した。この10年のあいだに

サンプルが脱落したり、配偶関係が変化したりと

いった変動はあるものの、全体としては「無職」

の割合が減少し、かわって「短時間パート」の割

合が増加している。また、数自体は少ないが「長

時間パート」も増加傾向にある。すなわち、有配

偶女性の経済的役割の重要性が増していること、

またパートタイマーでありながら長時間働く人も

増えていることがうかがえる。

（3）パネル14における有配偶女性の働き方

パネル14における有配偶女性1,241人（コーホー

トA・B・Cを含む）の働き方の内訳を図表－２に

示した。「自営ほか」が102人（8.2％）、「短時間常

雇」が17人（1.4％）、「長時間常雇」が203人

（16.4％）、「短時間パート」が316人（25.5％）、

「長時間パート」が91人（7.3％）、「無職」が486人

（39.2％）、「休業中」が21人（1.7％）、「無回答・

分類不能」が５人（0.4％）であった。「パネル調

査」の対象が、育児中の人も多い27～47歳の有配

偶女性であることから、「無職」すなわち専業主

自営・家族従業者、自由業者、その他 

短時間常勤 

長時間常勤 

短時間パート 

長時間パート 

無職 

1996  

290  

983  

10.4  

0.9  

16.0  

17.1  

3.8  

51.9  

1997  

268  

966  

10.7  

1.6  

15.4  

19.0  

3.6  

49.7  

1998  

243  

939  

9.9  

1.0  

14.5  

20.1  

4.8  

49.7 

1999  

204  

912  

10.9  

1.0  

14.6  

20.8  

5.7  

47.0 

2000  

196  

890  

9.7  

1.1  

15.1  

21.9  

6.5  

45.7 

2001  

189  

854  

10.2  

0.9  

15.7  

24.2  

7.0  

41.9 

2002  

190  

836  

10.5  

0.8  

15.3  

24.9  

7.9  

40.6 

2003  

180  

790  

11.4  

0.6  

15.2  

26.2  

7.3  

39.2 

2004  

183  

747  

10.7  

0.9  

15.0  

26.9  

8.6  

37.9 

2005  

173  

723  

10.7  

1.2  

15.2  

27.1  

9.4  

36.4 

2006  

173  

696  

10.1  

1.3  

16.2  

30.3  

8.8  

33.3 

図表--1 1996年から2006年調査における既婚女性の働き方の推移（コーホートＡ） 

有
配
偶
の
う
ち（
％
） 

無配偶（人） 

有配偶（人） 
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婦の割合がもっとも高い。その次に「短時間パー

ト」、「長時間常雇」の割合が高くなっている。な

お、全有配偶女性1,241人から「無職」と「無回

答・分類不能」の合計491人を引いた750人のう

ち、パートタイマーは407人（54.3％）、またパー

トタイマー407人のうち「長時間パート」の占め

る割合は22.3％である。図表－２に併記した「平成

13年パートタイム労働者生活実態調査」では、女

性の全労働者のうち「パート等労働者」の占める

割合は45.7％、「パート等労働者」のうち「その

他」（＝「長時間パート」に相当）の占める割合

は11.8％であることから、「パネル調査」のほうが

若干パートタイマーの割合が高いといえよう。こ

の違いをもたらした原因としては、つぎの4点が

考えられる。第一に、二つの調査におけるパート

タイマーの定義はかならずしも一致していないし、

調査対象の年齢層が違う。図表－２で示した「平

成13年パートタイム労働者生活実態調査」の数字

は有配偶者だけではなく、パートタイムの割合が

低い無配偶者も含まれている。第三に、同調査に

おけるパートタイムの分類は事業所の申告に、

「パネル調査」は本人の申告に基づいていること

である。そして、平成13年（1998年）から７年が

経過して、「パート等労働者」や「その他」のパ

ート自体が増えた可能性も考えられる。

3. パネル14における有配偶女性の
働き方と基本属性

以後の分析では、パネル14のデータを用いる。

なお、２．の（3）でみたように、「短時間常雇」、

「休業中」、「無回答・分

類不能」はケース数が少

ないため、分析から除く。

ここでは以後の分析に

先立ち、働き方別に基本

属性の違いを確認する。

図表－３は、働き方別に

みた妻の年齢、子供人

数、家族人数の平均値で

ある。「自営ほか」の妻

が39.51歳であり、比較的年齢が高い。もっとも若

いのは「無職」の妻が36.39歳である。そのほかの

類型では37歳台ないし38歳台であった。家族人数

については、「自営ほか」が4.65人ともっとも多

く、「長時間常勤」が4.16人ともっとも少ない。子

供人数の多寡も家族人数と同様の傾向がみられた。

家族類型については、ほとんどすべての働き方

において「夫婦と子のみ」の家族がもっとも多

く、ついで「親と夫婦と子」が多い（「自営ほか」

は「親と夫婦と子」のほうが多い）。また、「長時

間常勤」と「長時間パート」においては「夫婦の

み」の割合が高い（それぞれ20.2％、13.2％）こ

とが特徴である。子供がいないことが、妻の長時

間労働を可能にしているようだ。

ライフステージ（末子年齢）については、それ

ぞれの働き方ごとにもっとも多いカテゴリーをみ

ると、「自営ほか」では「１～３歳」（19.6％）、

「長時間常勤」では「子供なし」（24.6％）、「短時

間パート」では「小学校１～３年」（17.4％）、「長

時間パート」では「中学生」（22.0％）、「無職」で

は「１～３歳」（28.4％）であった。また「長時間

常勤」、「長時間パート」では「子供なし」の割合

が比較的高いこと、「自営ほか」、「短時間パート」

や「長時間パート」は中学生や高校生の割合も高

いことがわかる。末子の年齢が高いこれらの３類

型は、結婚が早く、妻の学歴が相対的に低いこと

が推測される。

実際にクロス表をみると、「自営ほか」を除け

ば、いずれの働き方においても「高校」卒がもっ

とも多いなかで、とくに、「短時間パート」や

「長時間パート」はほぼ半数が高卒である。「大
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自営ほか 

短時間常雇 

長時間常雇 

短時間パート 

長時間パート 

無職 

休業中 

無回答・分類不能 

合計 

パート等労働者 

  うち、パート 

  うち、その他 

 

 

合計（全労働者） 

「パネル調査」2006  

　  人 　      ％ 

平成13年パートタイム労働者総合実態調査  
（女性） 　　　　　 人　　    ％ 

102 

17 

203 

316 

91 

486 

21 

5 

1241

8.2  

1.4  

16.4  

25.5  

7.3  

39.2  

1.7  

0.4  

100.0 

8218 

7245 

973 

 

 

17,999

45.7 

40.3 

5.4 

 

 

100.0

図表--2 2006年調査における既婚女性の働き方 
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学・大学院卒」は10％に満たない。学歴が高いほ

うが、結婚後も比較的条件の良い職業についてい

るといえそうだ。

「仕事内容」についても明確な違いが見られた。

有配偶女性の労働時間・働き方と暮らし

17

注: 有意水準は、***0.1％、** 1％、*5％、+10％（以後、すべて同様） 

χ2=106.418*** 
注: 「親と夫婦」「親と夫婦と子」にはその他の親族を含む場合がある 

χ2=204.420***

χ2=49.515***

χ2=823.380***

自営ほか 

長時間常勤 

短時間パート 

長時間パート 

無職 

合計 

Ｆ値 

39.51  

37.72  

38.59  

38.60  

36.39  

37.62 

5.8  

6.1  

5.7  

6.3  

5.7  

5.9 

10.950***  2.509** 4.137* 

4.65  

4.16  

4.26  

4.35  

4.19  

4.25 

1.7  

1.6  

1.4  

1.5  

1.3  

1.4 

1.90  

1.58  

1.88  

1.66  

1.87  

1.81 

0.9  

1.1  

1.0  

1.0  

1.0  

1.0 

102 

203 

316 

91 

486 

1198

妻年齢  

標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 

家族人数  子供人数 

図表--3 妻の働き方別にみた社会経済的特性 

人 

人 

人 

人 

人 

自営ほか 

長時間常勤 

短時間パート 

長時間パート 

無職 

合計 

 

7.8  

20.2  

9.5  

13.2  

5.8  

9.9 

42.2  

43.8  

62.7  

41.8  

71.4  

59.7 

2.0  

4.4  

2.5  

5.5  

1.9  

2.8 

48.0  

31.5  

24.7  

37.4  

20.8  

27.2 

 

 

0.6  

2.2  

0.2  

0.4 

100.0  

100.0  

100.0  

100.0  

100.0  

100.0 

102 

203 

316 

91 

486 

1198

家族類型 夫婦のみ 親と夫婦 
親と夫婦 
と子 

その他 合計 
夫婦と子 
のみ 

0歳 1～3歳 
小学校 
1～3年 

4歳以上 
入学前 

小学校 
4～6年 

高校生 中学生 合計 
子供なし・ 
無回答 

自営ほか 

長時間常勤 

短時間パート 

長時間パート 

無職 

合計 

9.8  

24.6  

12.0  

19.8  

7.6  

12.8 

1.0  

3.0  

0.3  

1.1  

11.3  

5.3 

19.6  

11.3  

10.4  

3.3  

28.4  

18.1 

9.8  

9.9  

13.3  

7.7  

14.4  

12.4 

10.8  

13.3  

17.4  

8.8  

11.9  

13.3 

16.7  

9.9  

16.1  

19.8  

10.9  

13.3 

17.6  

15.3  

13.6  

22.0  

8.0  

12.6 

14.7  

12.8  

16.8  

17.6  

7.4  

12.2 

100.0  

100.0  

100.0  

100.0  

100.0  

100.0 

102 

203 

316 

91 

486 

1198

ライフステージ 
（末子年齢） 

自営ほか 

長時間常勤 

短時間パート 

長時間パート 

無職 

合計 

6.9  

1.5  

4.4  

5.5  

7.4  

5.4 

6.9  

35.5  

51.3  

47.3  

37.7  

41.7 

22.5  

20.7  

15.5  

18.7  

15.2  

17.1 

17.6  

23.6  

19.6  

24.2  

25.1  

22.7 

13.7  

17.7  

9.2  

4.4  

14.4  

12.8 

100.0  

100.0  

100.0  

100.0  

100.0  

100.0 

 

1.0  

 

 

0.2  

0.3 

102 

203 

316 

91 

486 

1198

専門・ 
専修学校 

短大・ 
高専 

大学・ 
大学院 

妻の最終学歴 中学校 高校 その他 合計 

自営ほか 

長時間常勤 

短時間パート 

長時間パート 

合計 

100.0  

 

 

 

13.8 

 

37.4  

14.9  

17.6  

19.6 

 

38.9  

22.5  

28.6  

24.9 

 

14.8  

44.0  

20.9  

26.6 

 

8.9  

18.7  

33.0  

15.1 

100.0  

100.0  

100.0  

100.0  

100.0 

98  

203  

316  

91  

708 

管理・ 
専門・技術 

自営・家族 
従業・自由 

技能・ 
作業 

妻の仕事内容 事務 
販売 
サービス 

合計 



- 19 -

「長時間常勤」では「管理・専門・技術」職と

「事務職」で80％近くを占めるのに対し、「短時間

パート」では販売サービス職が40％強ともっとも

多い。「長時間パート」でもっとも多いのは「技

能・作業」職が33.0％であった。

4. 妻の働き方による精神的負担感と
夫婦関係満足度の違い

さて、本稿の問題意識の背景には、第１節で触

れたような長時間労働や有配偶女性の仕事と家庭

における二重負担という現実がある。有配偶女性

に限らず、長時間労働は、職場での士気が低下し

たり、心身の健康を損ねるといった状況、さらに

は余暇や自己啓発など自分の生活を豊かにする時

間・家族で過ごす時間・地域活動のための時間を

持つことができなくなる影響が指摘されている

（Fraser 2001=2003: 72-73，230-233; 社団法人全国

労働基準関係団体連合会編 2006）。

（1）妻の働き方別にみた精神的負担感

日本全国の男女正規従業員を対象とした調査デ

ータを分析した小倉・藤本（2007）では、「労働

時間の長さだけではなく労働時間の変化（増加）

も責任の重さや仕事量に関するストレスに影響し

ていること」、「相対的に労働時間が短くても家庭

の事情（筆者注：中学生以下の子供の存在）を抱

えた労働者のストレスは強いこと」、「時間管理の

緩やかな労働者の仕事に対する動機づけが高いこ

と」、「（一定の条件の下では）時間管理の緩やか

な労働者のストレスが必ずしも高いとはいえない

可能性があること」が明らかになっている。この

結果を本稿の対象者であ

る有配偶女性に敷衍して

考えてみよう。

まず、労働時間が長

い女性のほうが短い女性

よりも精神的負担感が高

いと予想できる。一方、

労働時間の長短にかかわ

らず、裁量性や報酬など

労働条件に恵まれないパートタイマーはそれ以外

の類型に比べて負担感が高いことも予想できる。

つまり、「長時間パート」や「長時間常雇」の負

担感が高いのではないだろうか。

ここでは、精神的負担感を表す３つの質問への

答えと働き方との関係を調べた（図表－４）。「少

し過労気味と思う」という項目に「はい」と答え

た人の割合は、「自営ほか」では54.9％、「長時間

常勤」の66.0％がもっとも高かったが、「長時間パ

ート」も61.5％と高い。「短時間パート」では

50.2％、もっとも低いのは「無職」の37.7％であ

った。「精神的にストレスが多い」については、

「長時間常勤」「自営ほか」「長時間パート」がい

ずれも60％を超えていた。「短時間パート」は

55.2％、「無職」が49.5％ともっとも低い。「仕事

が多すぎて、睡眠不足に思う」については、「は

い」と答えた割合がもっとも高いのが「長時間常

勤」26.1％、もっとも少ないのが「無職」8.1％で

あった。

これらの結果からは、働き方によって精神的負

担感が異なることがわかる。とくに「長時間常

勤」と「長時間パート」の負担感が高く、「自営

ほか」も負担感が高い一方で、「無職」の負担感

が低い４）。ここからは、労働時間の長さが負担感

を高める大きな要因と言えそうだ。

（2）妻の働き方別にみた夫婦関係満足度

（1）でみた質問は、仕事や生活全般における負

担感を尋ねるものであった。では、家庭生活にお

ける負担感はどうだろうか。残念ながら「パネル

調査」ではそのような質問がないため、代わりに

夫婦関係満足度について分析を行う。結果は、図
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図表--4 妻の働き方別にみた以下の状態に「はい」と答えた人の割合 
過労気味 

54.9  

66.0  

50.2  

61.5  

37.7  

49.1 

%

102 

203 

315 

91 

485 

1196

人 人 人 

ストレスが多い 

64.7  

66.5  

55.2  

62.6  

49.5  

56.2 

%

102 

203 

315 

91 

483 

1194

仕事が多すぎて睡眠不足 

22.5  

26.1  

16.5  

19.8  

8.1  

15.5 

%

102 

203 

316 

91 

484 

1196



- 20 -

表－５の通りである。すると「長時間パート」に

は不満を感じている妻が多い一方で、「長時間常

勤」や「無職」では「満足」と答える妻が多いこ

とが目立つ。「長時間パート」の妻の30％近くが

「まったく満足していない」「あまり満足していな

い」と答える一方で、「長時間常勤」や「無職」

の半数近くが「まあまあ満足している」または

「満足している」と答えている。

さらに、紙幅の都合上、図表や詳細な記述は省

略するが、生活程度の評価についても、「長時間

パート」妻の評価や満足度が低く、「長時間常勤」

や「無職」では満足度が高い傾向が観察できた。

このような意識の違いをもたらす日常生活とはい

かなるものだろうか。「長時間パート」妻の日常

生活は、どのようなものであるのだろうか。そこ

で、家計の状況や生活時間の配分パターンを確認

しよう。

5. 妻の働き方と家計、
生活時間の配分パターンにみる家族生活

（1）妻の働き方別にみた家計の状況

家計の状況を図表－６に示す５）。結論からいえ

ば、年収と預貯金残高をみる限り、妻が「長時間

パート」で働いている家族が経済的に厳しい様子

がうかがえる。

夫の年収がもっとも多いのは「無職」（570.5万

円）であるのに対し、「長時間パート」の夫は

438.2万円である。ほかの類型は400万円台後半～

500万円台前半である。妻の収入については、「長

時間常勤」がもっとも多く（294.4万円）、「無職」

がもっとも少ない（16.5万円）。なお、「長時間パ

ート」は144.0万円であっ

た。世帯規模の影響を取

り除くために、世帯年収

（夫の年収と妻の年収と

その他の世帯員の年収を

すべて含む）を家族人数

の平方根で割って世帯員

一人当たりの年収を求め

たところ、もっとも多い

のは「長時間常勤」の452.9万円、もっとも少ない

のは「無職」の327.0万円であった。「自営ほか」

も361.4万円と比較的多かった。「短時間パート」

や「長時間パート」は「無職」と同様、300万円

台前半であった。

このような収入の状況は預貯金残高にも反映さ

れている。世帯の預貯金残高がもっとも多い「長

時間常勤」の445.6万円に対し、「長時間パート」

は165.3万円ともっとも少なかった。ほかの類型に

ついては、「自営ほか」と「無職」が300万円台、

「短時間パート」が200万円台であった。妻個人の

預貯金残高についても、「長時間パート」は56.3万

円と少なく、この金額は無職（66.0万円）よりも

少なかった。なお、もっとも少ないのは「短時間

パート」であった（50.8万円）。一般に、夫の学歴

と妻の学歴は高い関連があり、また学歴によって

就く職業の内容も異なる。つまり、「長時間パー

ト」の家族では妻と同様、夫の学歴もあまり高く

はなく、そのために収入も少なくなっているもの

と推測できる。

2006年９月の支出については、いずれの類型も

「生活費その他の支出」の総額は23万円～24万円

台とあまり大きな違いはない。「妻のため」の支

出額やその割合は「長時間常勤」がもっとも多い

が、いずれの類型においても「妻のため」の支出

より「夫のため」、そして「子供のため」の支出

のほうが額としても割合としても多い。９月の支

出のうち、「貯蓄（生命保険を含む）」額やその割

合は「長時間常勤」が８万円台と突出して多く、

ほかの類型では５万円台であった。「長時間パー

ト」や「無職」はほかの類型に比べて、家族全体

の９月の「貯蓄」額も少ない。このような状況

有配偶女性の労働時間・働き方と暮らし
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図表--5 妻の働き方別にみた夫婦関係満足度 

自営ほか 

長時間常勤 

短時間パート 

長時間パート 

無職 

合計 

 

2.0  

5.9  
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4.3  

5.0 

12.9  

10.4  

12.7  

17.6  

8.6  

11.0 

χ2値 41.859***

47.5  

33.7  

38.0  

40.7  

35.4  

37.2 

29.7  

34.2  

35.4  

20.9  

37.7  

34.5 

7.9  

15.8  

9.8  

7.7  

14.0  

12.2 

100.0  

100.0  

100.0  

100.0  

100.0  

100.0 

101 

202 

316 

91 

486 

1196

まあまあ満足 
している 

満足している 普通 合計 
まったく満足 
していない 

あまり満足 
していない 

人 
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自営ほか 

長時間常勤 

短時間パート 

長時間パート 

無職 

合計 

F値 

80 

142 

271 

75 

416 

984

502.4  

489.2  

540.1  

438.2  

570.5  

534.8 

7.705*** 372.379*** 17.175***

276.1  

203.7  

232.2  

152.2  

236.3  

232.0 

135.6  

294.4  

82.7  

144.0  

16.5  

94.2 
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117.9  
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68.4  

56.1  

120.2 

361.4  

452.9  

347.1  

338.9  

327.0  

354.4 
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183.0  
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124.6  
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163.6 
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人 

2005年の年収 標準偏差 平均値 
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（千円） 
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（千円） 

平均値 
（千円） 
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（万円） 

標準偏差 標準偏差 

夫 

　  

世帯員一人あたり 妻 

図表--6 妻の働き方別にみた家計の状況（1） 

2006年9月の支出 

自営ほか 

長時間常勤 

短時間パート 

長時間パート 

無職 

合計 

F値 

95 

176 

287 

81 

435 

1074

312.4  

445.6  

257.1  

165.3  

357.2  

326.5 

464.6  

496.0  

325.6  

231.3  

456.8  

426.2 

78.7  

141.5  

50.8  

56.3  

66.0  

74.7 

162.5  

206.5  
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162.3  

151.4  

156.0 
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8.4  
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1.2  
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82.4  
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48.4  

37.4  
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100.0  
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147.0  
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2.8 
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146.4  
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1.3  

58.0 

88.3  

64.5  
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19.7  
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19.1  

41.1  

31.4  

11.8  

15.1  

13.3  

5.2  

49.3 

100.0  

60.7  

5.0  
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17.1  

4.0  

100.0  

43.8  

13.1  

22.4  

18.4  

2.3 

74人 

人 

126 245

平均値 
（千円） 

平均値 
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13.8  
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5.9  
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100.0  
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6.9 
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146.6  

10.0  

32.2  

34.3  
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25.5  

4.0  

9.6  

10.6  
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44.2 
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4.0  
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100.0  

63.2  
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65 362   
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が、さきほど確認した「長時間パート」の預貯金

残高の低さにつながっているといえそうだ。「長

時間パート」と「無職」では、「妻のため」の

「貯蓄」の支出額も割合もともに少なく、むしろ

「子供のため」の割合が20％近くになることも特

徴的である。９月のローン返済については、「長

時間常勤」と「自営ほか」が6万円台、「短時間パ

ート」と「長時間パート」は5万円台、「無職」は

4万円台であった。ローンの金額の多寡は、住宅

の所有や借り入れの状況にも関連があるだろう。

そこで、住宅や借り入れの状況を分析した結果

を図表－７に示した。「住宅の所有関係」をみる

と、「自営ほか」では、「賃貸」（民間賃貸だけで

はなく、公団や社宅も含む）の割合が15％ほどと

もっとも少ない。これに対して「無職」では

36.6％ともっとも多い。「無職」の場合、夫婦の年

齢が比較的若いため、まだ住宅を取得していない

家族もいるためだろう。そのほかの類型では約

25％、つまり４人に１人が「賃貸」である。この

結果は、相対的に夫の収入が低い「長時間パー

ト」も家を持つことができると考えるよりも、夫

の収入が低いにもかかわらず住宅を取得しており、

その住宅ローンを返すために妻が長時間働く必要

に迫られているといえそうだ。

このような家計の状況は、「住宅ローン以外の

ローン」の状況からもうかがえる。「長時間パー

ト」のうち41.8％が「住宅ローン以外のローン」

が「ある」と答えており、この割合はほかの類型

よりも顕著に高い。

さらに「パネル調査」の対象者の多くはこれか

ら子供の進学を控えている。そこで、子供がいる

対象者に子供に期待する教育水準を尋ねたとこ

ろ、妻の働き方によって違いはみられなかった。

つまり、「長時間パート」の妻の期待水準はほか

の類型にくらべて特に低いわけではない。したが

って、今後も妻が「長時間パート」で働いている

家族では、家計は厳しい状況におかれることが予

想される６）。

有配偶女性の労働時間・働き方と暮らし
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図表--7 妻の働き方別にみた家計の状況（2） 
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92 
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73 
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学校まで 

定評のある 
四大 

四大 
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注: 子供がいる人のみ集計対象とした  
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４.でみたように「長時間パート」妻の精神的負

担感は高い。また、このような世帯の家計は厳し

い。この結果は、低所得層の女性にディストレス

が高いという稲葉（1999b）の結果とも整合的で

ある。しかし、経済的に厳しくとも、それ以外の

面で夫によるなんらかのサポートが提供されれば、

「長時間パート」妻の精神的負担感や満足度は低

くはないだろう。そこで、最後に働き方別に生活

時間の配分パターンをみることとする。

（2）妻の働き方別にみた生活時間の配分パターン

ここでは夫による「家事・育児」時間を夫によ

る手段的サポートと解釈して、平日および休日の

生活時間の構造をみる７）。

「パネル調査」では、６種類の生活行動（①通

勤・通学、②仕事、③勉学、④家事・育児、⑤趣

味・娯楽・交際など、⑥（①～⑤以外の）睡眠、

食事、入浴、身の回りの用事など）に費やす合計

時間（行動時間量）を、通常の平日・休日それぞ

れ10分単位で尋ねている。なお、同時に複数のこ
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平均値 

図表--8 妻の働き方別にみた妻と夫の生活時間　単位：分 

標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
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とをした場合は、主なものについて回答を得てい

る８）。

図表－８には、平日・休日における妻と夫の生

活時間を働き方別に示した９）。まず、平日からみ

ると、妻の「通勤」時間はいずれの類型でも１時

間にみたない。「長時間常勤」や「長時間パート」

は比較的長い（それぞれ46.9分、40.0分）。「仕事」

時間も「長時間常勤」（526.6分）、「長時間パート」

（473.4分）が長い。「通勤」時間と「仕事」時間

の合計を求めると「長時間常勤」が573.5分、「長

時間パート」が513.4分であり、相当な時間を仕事

に費やしている。「勉学」時間は５類型すべてで

30分に満たない。「家事・育児」時間は、「仕事」

時間とは対照的である。「無職」が601.3分ともっ

とも長いのに対し、「長時間常勤」、「長時間パー

ト」は200分前後と短い。「趣味」は「無職」がも

っとも長く（166.3分）、「長時間常勤」がもっとも

短い（79.0分）。「基礎」時間についても「無職」

がもっとも長く（668.3分）、「長時間常勤」がもっ

とも短い（581.6分）。以上の結果から、妻の平日

の生活時間は仕事の状況に大きく左右され、「仕

事」時間が長い場合には、「家事・育児」や「趣

味」や「基礎」時間を削っていることがわかる。

平日の夫の生活時間については、総じて妻の働

き方による違いは小さい。通勤時間はいずれも40

～60分前後、仕事時間はいずれも600分前後と、

絶対的にみても長いし、妻との比較でみても長

い。なお、仕事関連の時間がもっとも長いのは、

妻が「無職」の夫であり、「通勤」68.8分、「仕事」

630.0分で合計698.8分にものぼる。妻が「長時間

パート」の夫がもっとも短いが、それでも合計

647.1分であった。「勉学」時間も最長で15分に満

たない。「家事・育児」時間については、20～30

分台が大半だが、もっとも長いのは妻が「長時間

常勤」の夫であった（41.8分）。妻が「無職」であ

る夫の「家事」時間が比較的長いのは、妻および

末子の年齢が比較的若く、妻の家事・育児負担が

大きいため、夫の関与が比較的多いためと解釈で

きそうだ。「趣味」時間はいずれも100～120分ほ

ど、「基礎」時間は630分以内である。

休日の妻については、平日に比べて働き方によ

る時間配分の違いが小さい。「通勤」や「仕事」

時間は大幅に減少し、10分に満たない。しかし、

「勉学」時間はほとんど増えない。増えるのは、

仕事のある女性の「家事・育児」、「趣味」、「基

礎」時間である。

休日の夫についても、「家事・育児」、「趣味」、

「基礎」時間が増える。もっとも「家事・育児」

が長いのは、妻が「無職」の男性（183.0分）であ

るのに対し、もっとも短いのは妻が「長時間パー

ト」の男性（91.2分）であった。ただし、平日・

休日ともすべての類型で妻のほうが夫よりも「家

事・育児」の時間が長い。

このような時間の使い方の男女差は、ほかにも

見いだせる。たとえば「通勤」、「仕事」「家事」

の時間を広い意味での仕事時間とみなし、夫と妻

の差を求めると、平日では「自営ほか」「短時間

パート」では30分以内にとどまっているが、「長

時間常勤」、「長時間パート」では妻のほうが30分

以上長い。「無職」は、夫のほうが長かった。一

方、休日では、いずれの類型でも妻のほうが長

い。男性よりも女性のほうが仕事時間と家事時間

の合計が長いことは、Hochschild（1989=1990）

や矢野（1995）も指摘している。平日においては

いくつか例外はあるものの、この基本的な構造

は、15年を経てもおおむね維持されているといえ

よう。もちろん、１週間の総労働時間は休日の日

数によっても異なるため、一概に妻が夫よりも働

いているとは限らない。また、家事・育児は、同

居の親など第三者が担う場合もある。しかし、さ

きほどから注目している「長時間パート」妻の夫

の仕事や家事の時間は、妻だけではなくほかの類

型の夫に比べても多くはない。経済的にも時間的

にも妻の負担が重いことが、「長時間パート」妻

のさまざまな意識に負の影響を及ぼしているので

はないだろうか。

6. まとめ

本稿は、有配偶女性の働き方に注目し、働き方

によって精神的負担感や夫婦関係満足度がどのよ

うに異なるのかを検討し、家計や生活時間との関

有配偶女性の労働時間・働き方と暮らし
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連を調べた。

分析からは、週35時間以上働いているパートタ

イマーの女性が精神的負担感を訴える割合は週35

時間以上働いている常勤女性に匹敵するほど高い

ことが見いだされた。さらに、精神的負担感だけ

ではなく、夫婦関係満足度など各種の生活意識に

おいても不満を抱えていることも明らかになった。

その背景には、「男性は仕事、女性は家事」とい

う伝統的な性別役割分業への期待と現実に遂行さ

れている性別役割分業との間にズレがあるためで

はないだろうか。そして、伝統的な役割期待から

自由になって新しい夫婦の役割や関係を構築する

ことも難しいという二重の意味での閉塞的な状況

があるといえよう。

というのも、有配偶女性の場合、学歴が低いほ

ど伝統的な性別役割分業意識を肯定する傾向があ

ることが、尾嶋（1998）や吉川（1998）によって

指摘されている。性別役割分業意識が家族生活に

及ぼす影響は複雑だとの指摘もあるが（Hochs-

child 1989=1990；大和 1995）、一般的にみて、「長

時間パート」の妻は学歴が低く性別役割分業意識

が強いために、収入の低い夫が経済的役割を十分

に遂行しておらず、自分自身が長時間働いて家計

を支えなければならないことに不満を抱く傾向が

あるのではないだろうか。しかし、妻自身が伝統

的な性別役割から脱してより多くの収入を得よう

と思っても、条件のよい職業に就くことは難し

く、パートで長時間働かざるを得ない。そして、

夫の家事・育児時間は少ない。ここには妻の年収

が低いために家事が妻の仕事となり、家計だけで

はなく時間のやりくりもせざるを得ないという悪

循環がある。

では、どのような仕組みがあれば、「長時間パ

ート」妻の状況は緩和されるのだろうか。まず、

家庭においては、夫が休日の「余暇」時間を減ら

して、「家事・育児」にかかわることができれば

望ましい。

つぎに、職場においては、時給が上がれば望ま

しいが、容易ではないだろう。せめて、有給休暇

が増えれば、日常生活における時間的な負担が減

るのではないだろうか。パートタイマーの処遇を

めぐっては、2008年には「短時間労働者の雇用管

理の改善等に関する法律の一部を改正する法律」

が施行される。それによって仕事の内容・人材活

用の仕組み・契約期間のすべてが正社員と同じパ

ートについては、待遇面で差別的な処遇をするこ

とが禁止される。しかし、正社員と同じではない

大半のパートの賃金については、仕事内容、成果や

意欲などを考慮して、正社員との均衡を図るよう

努力義務が課されたにとどまる。今回の分析対象

となった「短時間パート」「長時間パート」とも約

60％が有給休暇は「ない」と答えている。また、

有給休暇がある場合でも付与日数は10日以下が多

く、20日付与されている女性は10％に満たない。

そして、政府においては、諸外国に比べて家計

の大きな負担となっている子供の教育費や住宅費

用について公的支出を増やしたり、奨学金制度が

充実したりすることが望ましい。しかし、これも

歳出削減の折から簡単ではない。それぞれの家計

においては、子育てにかかるお金を長期的に把握

して情報の収集に努めると同時に、親が子供の教

育費を全部負担する必要があるかどうか再検討す

ることも重要かもしれない。

さて、本稿は、主に妻の基本属性との関連に焦

点をあてた簡単な分析にとどまっている。女性の

働き方と過去の職業キャリア、配偶者選択のプロ

セスや夫の属性との関連についても改めて確認し

たうえで、家庭生活・職業生活のあり方と生活意

識との関係を家族ストレス論のアプローチ（稲葉

2002）に基づいて、整理することを今後の課題と

したい。

注
1）『労働時間ハンドブック』（社団法人全国労働基準関係
団体連合会編）によれば、戦後日本の労働者の年間総
実労働時間（労働者が実際に労働した時間数。残業や
休日出勤は含む。休憩時間や有給休暇取得分は除く）
は、1960年の2,426時間をピークに、第一次石油ショッ
ク（1973年）や労働基準法の改正による週40時間労働
制の導入（1988年）を経て、減少傾向にある。しかし、
減少の主な理由としては非正規の雇用者が増えたこと
が大きく、労働時間が長い人と短い人に二極化してい
る現状が指摘されている。小倉・藤本（2005）は、一
般労働者の労働時間は1995年から2005年にかけて2,000
時間前後でほとんど変化がないことを指摘している。
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2）しかし、1990年代前半に調布市で実施された調査では、
子どもが乳幼児期にある場合でも、常雇女性のディス
トレスが高いものではないとの結果が得られている
（稲葉 1999a）。
3）呼称については「短時間労働者の雇用管理の改善等に
関する法律」に基づき、パート・アルバイトと嘱託・
その他のいずれもパートタイムとみなした。また、「短
時間」・「長時間」の別は、週あたりの労働時間が35
時間未満を「短時間」、35時間以上を「長時間」とし
た。「パートタイム労働者総合実態調査」では、1週間
の所定労働時間が正社員と同じか長いかを「パート」
と「その他」を分ける重要な基準としているが、「パネ
ル調査」では正社員との異同の詳細が不詳であるため、
この基準は採用しなかった。

4）これら３つの質問に「はい」と答えた個数の平均値を
比較したところ、「長時間常勤」が1.59個、「長時間パ
ート」が1.44個「自営ほか」が1.42個、「短時間パート」
が1.22個、無職が0.95個であった（一元配置の分散分析
は0.1％水準で有意）。

5）家計の分析では、平均値＋3標準偏差を基準として外れ
値を除去している。

6）家計の厳しい状況は妻の意識にも反映されている。紙
幅の都合上、詳細は省略するが、生活程度の評価、世
帯収入満足度、消費額満足度、消費内容満足度のいず
れについても、「長時間パート」妻の評価・満足度が低
く、「長時間常勤」や「無職」妻の満足度が高い。

7）夫の「趣味」の時間も、妻の話を聞いたり、妻と一緒
に楽しむことに使われていれば、情緒的サポートとみ
なすことができよう。しかし、「パネル調査」では、
「社会生活基本調査」や「NHK国民生活時間調査」と
異なり、何時から何時まで、誰と一緒に行動している
かがわからないという限界があるため、情緒的サポー
トとはみなさない。

8）夫の生活時間は、妻による代理回答である。また、注7
で触れたように「パネル調査」はほかの調査に比べて
調査形式が簡便であるため、夫の家事・育児時間の回
答が長めに得られやすいなど一定の偏りを持つようだ。

9）回答の合計が1,440分にならない対象者、６項目のいず
れかに外れ値（平均値＋３標準偏差）がある対象者は
分析から除外した。また、生活時間研究では行為者率
や行為者平均時間も表記されることが一般的だが、「パ
ネル調査」のデータの特性からこれらの指標を算出す
ることは難しいため、ここでは省略する。
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1. はじめに

ライフコースを通じて、個人が家事や育児に費

やす時間はどのように変化しているのであろうか。

人は生涯において、就職、離家、結婚、出産、そ

して親の介護などさまざまなライフイベントを経

験する。個人が家事や育児に費やす時間は、この

ようなライフイベントの経験の有無によって異な

る。また、個人が家事や育児に費やす時間は、家

庭内における男女の役割分業や世代間の互酬関係

を反映している。例えば、専業主婦家庭において

は、共働きの家庭に比べて、妻の家事・育児時間

は長く、夫の家事・育児時間は短いであろう。ま

た未婚者や、未就学児を抱える夫婦は、親との同

居によって家事や育児の負担が軽減されるであろ

う。しかし、やがて親が年老いてくると、逆に親

の家事を手伝ったり、介護を行う必要が生じるな

どして、家庭内労働に費やす時間は増加する可能

性も示唆されている。本研究では、ライフコース

において、個人の家事・育児時間がどのように変

化しているのか、またその変化にいかなる要因が

作用しているのかを、パネル分析の手法を用いて

明らかにする。

一時点の横断調査を用いた従来の研究では、多

変量解析によって、どのような属性をもつ人（主

に男性）が家事や育児により多くの時間を割いて

いるのかを明らかにしている（津谷 2001; 西岡

2004; 松田 2004）。しかし、横断的分析によって

示される変数間の関係は、独立変数の時間的先行

や独立変数と従属変数の共変といった条件を満た

すものではないため、なんらかの仮定をおかない

限り、因果関係として解釈することはできない。

つまり、横断的な分析では、個人の属性の「変

化」が、家事・育児時間にも「変化」をもたらす

のか、また他の要因を統制した状態において、そ

の影響力がどの程度のものであるのかについて明

らかにすることができない。一方、パネルデータ

では、同一個人の複数時点における家事・育児時

間とそれに影響を与える諸要因の状態が明らかで

ある。そのため、家事・育児時間がどのような要

因によって、どの程度変化するのかを多変量解析

の手法を用いて推定することが可能となる。

本稿では、計量経済分析の一種であるパネル分

析を用いて、家事・育児時間の変化とライフコー

スにおける諸要因との関係について分析する。パ

ネルデータの特徴を生かすことで、横断調査を用

いた先行研究より厳密な統計的推定を行う。分析

には、「消費生活に関するパネル調査」（以後、

JPSC）のパネル１からパネル14までの個票データ

を用いる。1993年から2006年までの14年間を対象

に、個人の家事・育児時間の変動要因を明らかに

する。

2. パネル1～14の累積データにみる
生活時間の分布

JPSCでは、サンプルの女性とその夫を対象

として、平日と休日の生活時間について回答を

得ている。具体的には、１）通勤・通学、２）

仕事、３）勉学、４）家事・育児、５）趣味・娯

ライフコースにおける家事・育児遂行時間の変化とその要因
――家事・育児遂行時間の変動要因に関するパネル分析

特集論文

福田 節也
（財団法人 家計経済研究所 嘱託研究員）

第 ４ 章



- 28 -

ライフコースにおける家事・育児遂行時間の変化とその要因

27

楽・交際など、そして、６）上記以外の睡眠、

食事、入浴、身の回りの用事など、の６項目に

ついて、１日に平均してどれくらいの時間費や

しているのかを10分単位で尋ねている。各項目

の合計は24時間となるように回答を得ている。

本稿では簡略化のため、１）と２）を合わせて

「仕事・通勤」とし、３）と５）を合わせて「趣

味・娯楽・交際・勉学など」とすることで、４

項目に再分類して分析を行う。なお、パネル２

では家事・育児時間に対する質問形式が他のパ

ネルとは異なるため、以下に行った分析より除

外している。

はじめに、パネル１から14までのサンプルを累

積した個票データを用いて、男女の１日の生活時

間分布をライフステージ別にみてみよう。ここで

は、ライフステージを１）独身で子どもなし、２）

有配偶で子どもなし、３）有配偶で末子が７歳未

満、そして４）有配偶で末子が7歳以上、の４つに

分類した。なお、１）の独身で子どもなしには、

わずかではあるが離死別を経験した女性も含まれ

る１）。また、男性の家事・育児時間については、

女性サンプルの夫についてのみ得られるため、男

性には独身で子どもなしのライフステージは該当

しない。以上の分類をもとに、生活時間の分布を

みてみよう。

（1）女性の生活時間

図表－１は、ライフステージ別にみた女性の平

均生活時間の分布を表している。平日、休日とも

に女性の家事・育児時間はライフステージによっ

て大きく異なる。

独身女性の家事・育児時間は非常に少なく、平

日で0.9時間、休日でも1.7時間程度となっている。

その分、彼女たちの時間は平日には仕事に、休日

には趣味・娯楽・交際などに充てられている。

子どものいない有配偶女性についてみると、独

身女性に比べて平日の労働時間が短く、家事時間

が長い傾向がみられる。ただし、各生活時間の値

は平均値で得られている。そのため、独身女性に

比べて短い労働時間は、結婚後に仕事を辞めた女

性と仕事を継続している女性が混在していること

を意味しているものと思われる。家事時間につい

ても同様に、結婚後の就業形態によってその多寡

には個人差があるものと思われる。しかし、子ど

ものいない有配偶女性は、全体に趣味や娯楽など

に費やす時間は独身女性とほぼ同程度有してお

り、比較的自由になる時間を多くもっていること

が示唆される。

しかし、こうした状況は子どもをもつ女性にお

いて一変している。７歳未満の子どもがいる女性

は、平日・休日ともに１日の大半を家事や育児に

費やしている。趣味や娯楽、交際のための時間も

独身女性や子どものいない有配偶女性と比べて半

減しており、家事や育児を中心とした生活を送っ

ていることが示唆される。

しかし、末子が７歳以上となり、子どもが小学

校へ上がると、女性の家事・育児時間は減る傾向

にある。また、平日の仕事・通勤時間が多いこと

から、この時期にパートなどの形で再び働きに出

る女性もいるものと思われる。趣味・娯楽・交際

などの時間にも増加がみられ、末子の小学校入学

を契機に、女性の活動領域は再び家の外へと広が

りをみせているようだ。

（2）男性の生活時間

次に、男性（夫）のライフステージ別生活時間

の分布を表したのが図表－２である。わが国では、

男性の家事・育児参加が他の先進諸国と比較して

も特に低いことが指摘されている（厚生労働省

2006）。図表－２の結果はまさにこのことを裏付け

ている。

平日における夫の家事・育児時間はすべてのラ

イフステージにおいて１時間未満であり、ほぼ皆

無に等しい状況である。一方で、夫は平均で１日

10時間以上も仕事と通勤に費やしている。グラフ

は「男性は外で働き、女性は家庭を守る」といっ

た伝統的な性別役割分業が、わが国において強固

に維持されていることを示唆している。

夫の家事・育児時間は、休日においてわずかに

増加する傾向がみられる。特に、７歳未満の未就

学児がいる場合に、夫の家事・育児時間は4時間

近くまで増加している。したがって、夫の家事・
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育児参加は、子どもに手がかかる時期にほぼ限定

される形で、しかも休日にまとめて行われている

ことが示唆される。また、夫が休日に趣味や娯

楽・交際に費やす時間は、各ライフステージにお

いて妻よりも２～３時間多い傾向にある。夫の休

日の趣味・娯楽・交際の時間には、例えば接待ゴ

ルフのような仕事関連の交際なども含まれる可能

性があるため、妻の趣味・娯楽・交際などの時間

と安易な比較はできないが、概して男性の家庭へ

の関与度はライフコースを通じて低い傾向がみて

とれる。

以上では、男女の生活時間の分布をライフステ

ージ別に考察した。その結果、女性の家事・育児

時間はライフステージ、とくに結婚や出産といっ

たライフイベントの生起によって大きく異なる可

能性が示唆された。一方で、ライフステージを問

わず、有配偶男性の平日の生活時間はほとんど仕

事のために費やされており、家事や育児に関与す

る時間はほぼ皆無である。有配偶男性の家事・育

児への参加は、末子が7歳未満の時に限定される

形で、休日にのみ行われているのが現状のようで

ある。このことは、わが国における性別役割分業

の強固な実態を改めて示すものである。

図表－１および図表－2における結果は、ライフス

テージならびにジェンダーによる平均的な家事・

育児時間の差異を顕著に表すものであった。しか

し、この結果は、ライフステージを説明変数とす

る２変量解析であり、ライフステージに伴って変

化する他の要因による影響を統制することができ

ない。さらに、上記の結果は13時点にわたるパネ

ルデータを累積し、１時点における横断調査と同

じように集計して得た値である。そのため、ライ

フステージの「変化」によって個人の家事・育児

時間に「変化」がもたらされているのかについ

て、因果論的な解釈を行うことができない２）。そ

こで、以下では計量経済分析の一種であるパネル

分析を行い、個人の時点間における家事・育児時

間の変化とその要因に関する多変量解析を行う。

3. パネル分析のモデルと分析法

（1）家事・育児時間の操作化

はじめに、パネル分析において従属変数となる

家事・育児時間の定義について解説する。前節に

おいて確認したように、男女とも平日と休日の家

事・育児時間には大きな差がみられた。本来なら

ば、平日と休日のそれぞれについて、家事・育児

時間の規定要因に関する分析を行うのが望まし

い。しかし、分析の解釈を簡略化するため、本稿

においては以下の式により、１週間を通して平均

した１日の家事・育児時間を算出した。

平均家事・育児時間＝（平日の家事・育児時間×

5＋休日の家事・育児時間×2）/ 7 （1）
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a.平日 時間 時間 

n=4963 n=1787 n=7634 n=4430 n=4963 n=1787 n=7634 n=4430

独身 

子どもなし 

有配偶 

子どもなし 

有配偶 

末子7歳未満 

有配偶 

末子7歳以上 

b.休日 

独身 

子どもなし 

有配偶 

子どもなし 

有配偶 

末子7歳未満 

有配偶 

末子7歳以上 

図表--1 ライフステージ別女性の生活時間：パネル1～14注）　  

注: パネル1からパネル14まで累積したデータを使用。ただし、パネル2は除く 

□生活基礎時間 □家事・育児 □仕事・通勤 □趣味・娯楽・交際・勉学 □生活基礎時間 □家事・育児 □仕事・通勤 □趣味・娯楽・交際・勉学 
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１週間の休日日数には個人差があるが、ここで

は平日を５日、休日を２日として、それぞれの家

事・育児時間に加重し、これを７で割ることによ

って、１週間を通した平均的な１日の家事・育児

時間を算出した。なお、独立変数に用いた「１日の

仕事・通勤時間」についても同様の処理を行った。

（2）分析サンプル

分析には、財団法人家計経済研究所が1993年か

ら実施している「消費生活に関するパネル調査」

（JPSC）の第１年度から第14年度までの個票デー

タを用いる。分析の対象は、1959～69年生まれの

コーホートA（パネル１からのサンプル）、1970～

73年生まれのコーホートB（パネル5からの追加サ

ンプル）、そして1974～79年生まれのコーホートC

（パネル11からの追加サンプル）の女性とその夫

である。各コーホートのサンプル数は、コーホー

トAが1,500ケース、コーホートBが500ケース、

そしてコーホートCが836ケースである。うち夫が

いるサンプルは各コーホートの初回調査時でそれ

ぞれ1,002ケース、215ケース、そして351ケースで

あるが、その数は以後の調査期間における結婚、

離婚、死別などの生起によって変動している。

なお、生活時間に関する質問形式が異なるた

め、パネル２のサンプルは分析より除外した。ま

た、海外に居住しているサンプルや調査から脱落

して１年以上回答が抜けているサンプルも分析よ

り除外した。さらに、本人あるいは夫妻いずれか

の生活時間の回答に欠損値があるサンプルや生活

時間の合計が24時間とならないサンプル、そして

分析に用いる独立変数に欠損値があるサンプルも

分析より除外した。また、有配偶女性の中には家

事・育児時間に24時間と回答した者がいたため、

前項の定義による家事・育児時間が、有配偶女性

の家事・育児時間の平均よりも３標準偏差以上大

きい場合（19.2時間）には欠損値として処理した。

同様に、仕事・通勤時間に24時間と回答した有配

偶男性もいたため、有配偶男性の仕事・通勤時間

についても、平均よりも３標準偏差以上大きい場

合（13.9時間）には欠損値として処理した。以上

の処理を施した結果、最終的に2,728名の女性サン

プルとその夫1,889名が分析の対象となった。分析

ではこれらのサンプルをもとに、１）すべての女

性サンプル、２）未婚女性サンプル、３）有配偶女

性サンプル、そして４）有配偶女性の夫サンプル

を対象として、個人の家事・育児時間の変動要因

に関するパネル分析を行う。分析サンプルの記述

統計を図表－３に示す３）。

（3）分析法

分析には、パネル分析の一種である固定効果モ

デル（fixed effect model）と変量効果モデル

（random effect model）の２つを用いた。両モデ

ルでは、回帰分析における誤差項を純粋な撹乱項

ライフコースにおける家事・育児遂行時間の変化とその要因
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図表--2 ライフステージ別夫の生活時間：パネル1～14注）　  

注: パネル1からパネル14まで累積したデータを使用。ただし、パネル2は除く 
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とそれ以外の個人に固有な因子による誤差とに分

離し、後者を統制した上で説明変数の効果を推定

する。Wooldridge（2003）をもとに、その概略

について以下に説明する。

通常の回帰式は以下の（2）式によって表される。

（2）

ui：誤差項　iは個人を表す

回帰分析においては、誤差項uiと説明変数xiが

無相関であることを仮定している。このことはモ

デルにおいて、従属変数に影響を与える重要な変

数が完全に網羅されていることを意味する。しか

し、調査データを用いる限り、完全なモデルを構

築することは不可能であり、現実には誤差項と説

明変数との間にはいくらかの相関が生じることと

なる。その結果、回帰係数にバイアスが生じる。

一方、サンプルを累積したプールドパネルデー

タにおける回帰式は以下のように表せる。

（3）

tはパネルの年度を表す

固定効果モデルならびに変量効果モデルでは、

誤差項を個人に固有の効果と純粋な誤差に分けて

考える。そのため、これらのモデルが想定する回

帰式は以下のように表すことができる。

（4）
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図表--3 モデル使用変数の記述統計 
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ai：個人固有の効果（固定効果）

vit：純粋な誤差（変動誤差）

固定効果モデルにおいては、個人固有の誤差項

aiが時間によって変化しないと仮定する。その上

で、各個人についてt1からtTまでの平均を求め、

各パネル回における値と平均値との差分をとるこ

とで、個人の内部変動から回帰係数を求めること

が可能となる。その式は以下によって表される。

（5）

（6）

（7）

aiの値は時間によって変化しないため、その平

均値もaiとなる。そのため、上記の変換式によっ

て、個人に固有の効果aiを消去することが可能と

なる４）。そして（7）式を用いて通常の最小２乗法

（OLS）による回帰分析を行うことで、バイアス

のない回帰係数を得ることができる。固定効果モ

デルによって得られたパラメーターは、個人内の

偏差をもとに算出されるのでWithin推定量と呼ば

れる。モデルは独立変数の変化量によって、従属

変数の変化量がどれだけ説明されるのかを推定し

ている。そのため、固定効果モデルにおける制約

として、時間によって変化する変数のみしか使用

できないことが挙げられる。

一方、変量効果モデルにおいては、（4）式にお

いて、個人に特有の効果aiが説明変数ベクトルXit
と独立であることを仮定している。このとき（4）

式は、一般化古典的回帰モデルとなるため、一般

化最小２乗法（GLS）によってβを推定すること

が可能となる。個人固有の効果が説明変数と無相

関であるとの仮定は非常に強いものであるが、変

量効果モデルでは時間によって変化しない変数を

独立変数としてモデルに組み込めるという利点が

ある。

両モデルはともに、vitがxit-1とxit+1の両方と無相

関であるという強外生性（strict exogeneity

assumption）の仮定をおいている。また、一般の

最小２乗法と同様に、分散均一性や系列相関がな

いことを仮定している。

両モデルのどちらを使用するべきかは、ハウス

マン検定（Hausman Test）によって統計的に

検定することができる。ハウスマン検定では、個

人固有の効果aiが説明変数と独立であるとの帰無

仮説を検討する。具体的には、帰無仮説が正しい

時のみに不偏であるGLS推定量と常に不偏である

Within推定量を比較して、有意差があるか否かを

カイ２乗検定によって検証する。ハウスマン検定

の結果が、統計的に有意であれば固定効果モデル

を、有意ではない場合には変量効果モデルを選択

する。以下の分析においては、固定効果と変量効

果の２つを推定する。その後、ハウスマン検定を

行って、選択されたモデルの結果について解釈を

行う。

4. 分析結果

（1）すべての女性モデル

はじめに、JPSCの全女性サンプルを対象とし

て、固定効果モデルと変量効果モデルの２つのパ

ネル分析を行った。ハウスマン検定の結果、統計

量（χ2= 276.35, d.f.=31）は１%水準で有意となり、

固定効果モデルの仮定が変量効果モデルの仮定よ

りもデータによりよく当てはまることが明らかと

なった。図表－４に固定効果モデルの推定結果を

示した。

固定効果モデルの係数をみると、予測された通

り、結婚や出産といったライフイベントは女性の

家事・育児時間の増加に対して正の効果をもって

いる。女性の家事・育児時間は、結婚によって2.4

時間、出産によって２時間増加すると推定されて

いる。さらに、７歳未満の未就学児が１人増える

ごとに、女性の家事・育児時間は1.3時間の増加が

予測される。また、離死別も未婚を継続する場合

に比べて、1.6時間の家事・育児時間の増加をもた

らす。また、親との同居は、女性の家事・育児時

間を30分程度減少させる効果をもつ。家事援助や

ライフコースにおける家事・育児遂行時間の変化とその要因

31



- 33 -

介護の必要性が増すことを考慮して、70歳以上の

世帯員数も独立変数として投入したが、その効果

は統計的に有意な影響を与えていない。

女性の１日の仕事・通勤時間ならびに年収は、

家事や育児の遂行に負の影響を与えている。特

に、仕事・通勤時間は家事・育児時間を減少させ

る強い要因である。仕事・通勤時間が１時間増す

ごとに、家事・育児時間が約27分減少する傾向に

ある。そのため、女性の労働市場での生産活動

は、家計内の生産活動とトレードオフの関係にあ

ることが示唆される。

以上の結果は、女性のライフコースにおける家

事・育児遂行時間の因果関係を検証し、またその

影響力を考察する上で有用であった。しかし、未

婚女性と有配偶女性あるいは離死別女性とでは、

家事・育児時間の因果構造が異なることが予測さ

れる。そこで、以下では未婚女性、有配偶女性、

有配偶男性の各サブグループに対してパネル分析

を行い、家事・育児時間の変動要因について、細

かく考察していくこととする。

（2）未婚女性モデル

未婚女性についても同様に、固定効果モデルと

変量効果モデルを推定し、ハウスマン検定によっ

てモデルを選択した。ハウスマン検定の結果、統

計量（χ2=110.42, d.f.=25）は１%水準で有意であ

り、ここでも固定効果モデルが選択される結果と

なった。図表－５は、未婚女性の家事・育児時間

の変化を従属変数とした固定効果モデルの推定結

果を示している。

固定効果モデルの係数をみると、やはり１日の

仕事・通勤時間の増加が家事・育児時間の減少に

統計的に有意な影響を与えている。しかし、その

影響は比較的軽微であり、１日の仕事・通勤時間

が１時間増えるごとに、家事・育児時間が約11分

減少する程度である。切片の値をみると明らかな

ように、未婚女性の家事・育児時間は平均で2.6時

間と少ないことが一因であると思われる。また、

年収の増減は家事・育児時間に対して統計的に有

意な影響を与えていない。

一方、親との同居によって未婚女性の家事・育

児時間は、１日あたりの平均でおよそ35分減少し

ている。未婚女性の家事遂行時間の少なさを考慮

すると、親との同居は未婚女性の家事負担の軽減

に重要な影響を与えていることがわかる。しかし、

70歳以上の世帯員数の増加が家事・育児時間の増

加に対して正の効果をもっている。そのため、親

の高齢化や３世代同居などによって世帯内に高齢
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図表--4 家事・育児時間の変動要因に関するパネル分析： 
           すべての女性 

結婚 

未婚継続† 

離死別 

出産 

1日の仕事・通勤時間 

ln（年収） 

親との同居 

70歳以上の世帯員数 

7歳未満の子の数 

年齢ダミー（各歳） 

 

切片 

 

パネル回数×サンプル数 

サンプル数 

R2  Within 

     Between 

     Overall

2.427  *** 

0      

1.578  *** 

2.063  *** 

－0.435  *** 

－0.182  *** 

－0.493  *** 

－0.004      

1.307  *** 

（非表示）  

  

5.620  *** 

  

17304      

2728      

0.515      

0.809      

0.692     

固定効果モデル 
b

*** p < 0.01, ** p < 0.05, * p < 0.10  
† リファレンス・カテゴリー  

図表--5 家事・育児時間の変動要因に関するパネル分析： 
           未婚女性 

1日の仕事・通勤時間 

ln（年収） 

親との同居 

70歳以上の世帯員数 

年齢ダミー（各歳） 

 

切片 

 

パネル回数×サンプル数 

サンプル数 

R2  Within 

     Between 

     Overall

*** p < 0.01, ** p < 0.05, * p < 0.10 

固定効果モデル 
b

－0.180  *** 

0.002　   

－0.578  *** 

0.147  **  

 

  

2.644  *** 

  

4563      

1168      

0.156      

0.170      

0.177     

（図表--6に表示）  
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者が増えると、未婚女性の家事時間も増加するこ

とが示唆される。

また、モデルでは家事・育児時間の増減に関す

る傾向を把握するため、年齢ダミー変数を投入し

ている。各年齢ダミー変数の係数を図表－６に示

した。図表－６に明らかなように、未婚女性の家

事・育児時間は、年齢とともに増加する傾向がみ

られる。とくにその上昇幅は40歳以上の未婚女性

において顕著である。図表－６は、未婚女性が家

事をせずとも暮らしていけるのは、若いうちだけ

であり、親の高齢化や自らの加齢によって、やが

て家事や介護に費やす時間が急激に増加していく

ことを示している。

（3）有配偶女性とその夫モデル

最後に、有配偶女性とその夫の家事・育児時間

の変動要因についてみてみよう（図表－７）。ハウ

スマン検定の結果は、夫妻の両方のモデルにおい

て１%水準で有意であり、ここでも固定効果モデ

ルが妥当であるとの結果を得た。ただし、変量効

果モデルのパラメーターは固定効果モデルのそれ

とほぼ等しく、また若干興味深い結果が得られた

ため、ここでは変量効果モデルの係数も示した。

妻の家事・育児時間は、夫の家事・育児時間の

増加に伴い増えている。また、夫の家事・育児時

間も妻の家事・育児時間の増加によって増える傾

向がある。つまり、夫妻の家事・育児時間は、ど

ちらかが増えればどちら

かが減るという代替的な

関係にあるのではなく、

むしろライフコースにお

ける家事・育児時間の増

減を夫妻が分け合う相補

的な関係にあるといえ

る。しかし、係数の大

きさが夫妻で大きく異な

ることで明らかなよう

に、妻の家事・育児時

間は、夫の家事・育児

参加によって大きく増加

する傾向があるのに対し

て、夫の家事・育児時間は妻の家事・育児時間が

増えてもそれほど大きな増加を示さない。出産な

どによる家事・育児時間の増加は、主に妻によっ

て担われており、夫による関与は低いことが示唆

される。

次に、夫妻の仕事・通勤時間についてみてみよ

う。夫妻ともに本人の仕事時間の増加は自らの家

事・育児時間に対して負の効果を、配偶者の仕事

時間の増加は自らの家事・育児時間に対して正の

効果をもっている。つまり、ここでは自らの労働

時間が増えれば、配偶者が家事・育児時間を増や

してそれをカバーし、配偶者の労働時間が増えれ

ば、自らの家事・育児時間を増やしてその分をカ

バーする、という代替的な関係がみられる。しか

し、ここで興味深いのは、夫の仕事時間の増加に

よる家事・育児時間の減少分（b=－0.171）は、

妻の家事・育児時間の増加分（b=0.191）によっ

て完全に代替されるのに対して、妻の仕事時間の

増加による家事・育児時間の減少分（b=－0.534）

は、夫の家事・育児時間の増加分（b=0.078）で

はほとんど代替できないことである。したがって、

妻の就業による家事・育児時間の減少は、夫の家

事・育児参加以外の他の方法によってまかなわれ

ているか、子どもの入学などにより、夫妻の家

事・育児時間の合計が減少しているときにのみ妻

が働きに出ているかのいずれかが示唆される。

また、出産は妻の家事・育児時間を大きく増加

ライフコースにおける家事・育児遂行時間の変化とその要因
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させるイベントである。しかし、モデルの他の要

因を統制した場合、妻の出産は夫の家事・育児時

間に統計的に有意な影響を与えていない。予備的

な分析の結果、妻の出産が夫の家事・育児時間に

与える影響は、７歳未満の子どもの数や妻の家

事・育児時間の増加によって相殺されていること

が明らかとなった。したがって、夫の家事・育児

時間は、妻が出産した年に特別高いということは

ないようである。

妻の家事・育児時間は、妻と夫のどちらの収入

が上昇しても減少する傾向がある。世帯収入の増

加によって、妻の家事・育児時間が軽減される傾

向があるといえる。また、夫妻の年収に占める妻

の年収の割合が増加した場合に、妻の家事・育児

時間は大きく減少している。しかし、夫妻の年収

に占める妻の収入割合が増加しても、夫の家事・

育児時間には有意な変化がみられない。したがっ

て、妻の経済力の相対的な上昇が、夫妻のジェン

ダー役割に与える影響は限定的である。

親との同居は、夫妻の家事・育児時間を減少さ

季刊家計経済研究　2007 AUTUMN No.76

34

図表--7 家事・育児時間の変動要因に関するパネル分析：妻と夫 

妻：1日の家事・育児時間 

夫：1日の家事・育児時間 

妻：1日の仕事・通勤時間 

夫：1日の仕事・通勤時間 

出産 

妻の教育年数 

夫の教育年数 

ln（妻の年収） 

ln（夫の年収） 

妻の年収/夫妻の年収 

親との同居 

70歳以上の世帯員数 

7歳未満の子の数 

妻の年齢－34 

夫の年齢－37 

結婚期間ダミー（各年） 

結婚年－1991 

14大都市居住 

その他の市† 

町村居住 

北海道・東北 

関東† 

中部 

近畿 

中国・四国 

九州・沖縄 

 

切片 

 

パネル回数×サンプル数 

サンプル数 

R2  Within 

     Between 

     Overall 

ハウスマン検定　χ2（d.f.） 

－      

0.501 *** 

－0.550 *** 

0.202 *** 

1.705 *** 

0.012　  

0.003　  

－0.083 *** 

－0.227 *** 

－0.870 **  

－0.084     

－0.026     

1.156 *** 

0.028     

－0.025 **  

（非表示）  

－0.029 *** 

－0.004     

0     

－0.029     

0.112     

0     

0.197     

0.024     

0.193     

－0.172     

  

6.931 *** 

  

11790     

1889     

0.465     

0.666     

0.560    

変量効果モデル  

b

0.107 *** 

－      

0.082 *** 

－0.172 *** 

0.035     

－0.009     

0.021 *   

－0.016     

－0.047     

0.161     

－0.038     

0.022     

0.262 *** 

－0.014     

0.008     

（非表示）  

0.043 *** 
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－0.112     
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－0.033     
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1.696 *** 

  

11790     

1889     

0.182     

0.285     

0.235    

変量効果モデル  

b

妻：1日の家事・育児時間 

110.59（35）*** 67.42（35）***   

夫：1日の家事・育児時間  

*** p < 0.01, ** p < 0.05, * p < 0.10  
† リファレンス・カテゴリー  

固定効果モデル 

b

－      

0.502 *** 

－0.534 *** 

0.191 *** 
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－0.069 *** 

－0.246 *** 
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（図表--8に表示） 
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（図表--8に表示） 
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せる効果をもつ。とくに、その影響は妻において

強くみられる。また、すべての女性モデルでみら

れたように、７歳未満の未就学児の数は、夫妻の

家事・育児時間を増加させる効果をもつ。そし

て、その影響はやはり妻において大きい。

変量効果モデルにおいては、時間を経ても値が

変化しない変数を独立変数に用いることができ

る。変量効果モデルにおいて興味深いのは、結婚

年の影響である。妻の家事・育児時間は、最近結

婚した妻ほど少ない。一方、夫の家事・育児時間

は最近結婚した夫ほど多い傾向がみられる。した

がって、夫婦間の役割分業が最近の夫婦では弱ま

りつつあることが示唆される。

最後に、夫妻の家事・育児時間の増減が、結婚

期間によってどのように異なるのかについて考察

する。図表－８は、モデルにおける結婚期間ダミ

ー変数の影響について示したものである。夫の家

事・育児時間の傾向は、結婚初期において増加す

るものの、それ以降はゆるやかに低下する。一

方、妻の家事・育児時間は、結婚後３年目をピー

クに急激に上昇する。結婚７年目から11年目にお

いて女性の家事・育児時間は低調に推移するが、

その後は増減を繰り返しながら緩やかに上昇して、

20年目以降で大きく減少している。このような家

事・育児時間の推移は、モデルにおける他の要因

を統制した上で得られたものであり、結婚期間を

通じた夫妻の典型的な

家事・育児時間の傾向

を表している。この図

から明らかなように、

女性は結婚生活を通じ

て家庭内労働の主たる

担い手であり、その家

事・育児時間の増減は

出産や子どもの成長に

合わせて推移してい

る。

5. まとめ

本稿では、パネル分

析の手法を用いて、個

人の家事・育児時間の変動要因について明らかに

した。女性の家事・育児時間は、結婚、出産、離

婚・死別といったライフイベントによって大きく

増加する傾向がみられた。また、親との同居や未

就学児の数といった世帯構造の変化ならびに、労

働時間や収入といった就業行動の変化は、女性の

家事・育児時間を規定する重要な要因であること

が確認された。

さらにサンプルを細かく分類し、未婚女性と有

配偶女性、そして有配偶男性を対象とした分析を

行った。主な知見は以下である。

1）未婚女性は親との同居によって、家事時間

が減少する傾向がみられた。しかし、未婚女

性の家事時間は年齢や70歳以上の世帯員の増

加によって増える傾向にある。未婚女性が家

事をしなくても生活できるのは若い年齢に限

られている。

2）夫妻の家事・育児時間には、正の関係がみ

られる。世帯における家事・育児ニーズの増

大が夫婦双方の家事時間の増加に繋がってい

る。

3）夫妻ともに仕事・通勤時間の増加は、家

ライフコースにおける家事・育児遂行時間の変化とその要因
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事・育児時間を減少させる効果をもつ。しか

し、妻の仕事・通勤時間が増えると夫の家

事・育児時間が増え、夫の仕事・通勤時間が

増えると妻の家事・育児時間が増えるという

代替的な関係がみられた。夫婦の家庭内労働

への貢献には補完的な要素がみられる。

4）しかし、妻が働きに出ることによる家事・

育児時間の減少は、夫の家事・育児時間の増

加では補いきれていない。したがって、妻は

夫以外の資源に頼るか、世帯における家事・

育児時間が減少したころを見計らって働きに

出ていることが示唆される。

5）妻の年収が夫妻の年収に占める割合が高く

なるほど、妻の家事・育児時間は減少する。

しかし、夫の家事・育児時間はこれに影響さ

れない。したがって、妻の経済力の相対的な

上昇が、夫妻のジェンダー役割に与える影響

は限定的である。

6）近年の結婚コーホートほど夫妻の家事・育

児時間が接近している。

以上の結果は、6）を除き、すべて固定効果モデ

ルによる推定に基づくものであり、個人の要因の

変化を家事・育児時間の変化と結び付けて分析を

行った。サンプル間の比較ではなく、個人の家

事・育児時間の時間的変化とその要因を分析して

いくことで、家事・育児時間とライフコースを明

示的に結びつけた分析を行った。今後は、分析で

みられたような家事・育児時間の変化が、学歴や

職業的地位などの社会経済的属性によってどのよ

うに異なるのか、あるいは個人の属性によって家

事・育児時間の水準がどの程度異なるのかを考察

していくことで、現代日本における家庭生活や夫

婦のあり方について知見を深めていくことができ

るものと思われる。

注
1）「独身子どもなし」のカテゴリーに占める離死別経験女
性の割合は3.7%である。

2）また、データには同一個人のサンプルが最大で13年分
含まれていることとなる。このことは、調査に長く留
まる傾向のあるサンプルの属性がより強く反映されや
すいことを意味する。

3）図表－３の７および25の「教育年数」については、中学
校卒が9年、入学資格が中学校卒の専門・専修学校が11
年、高校卒が12年、入学資格が高校卒の専門・専修学
校が13年、短大・高専卒が14年、大学卒が16年、大学
院卒が18年と定義した。また、27の分母にあたる「夫
妻の年収」は夫と妻の年収に夫妻共通の年収を足し合
わせた額である。

4）分析で使用したStataバージョン８では、固定効果モデ
ルにおいて切片が推定される。この場合の切片は、個
人固有切片（individual-specific intercepts）の平均を
表している（Wooldridge 2003）。この値は、モデルで
は独立変数の値がすべて０だった場合の平均家事・育
児時間を意味する。
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1. はじめに

ワーク・ライフ・バランス（以下、WLBと略

す）の実現、すなわち「仕事と家庭」という領域

間の調整をすることは、同時に各領域において、

相互作用する行為者同士の調整を必要とする。本

稿では、家族領域における、夫と妻の家族生活に

おける生活時間のバランスに注目する。

かつては「亭主元気で留守がいい」という、物

理的に離れている（けれども関係が悪いわけでは

ないという）関係が、わが国の典型的な夫妻関係

のあり方とされてきた。しかし今日では、WLB実

現のためには、家族と過ごす時間や機会を増やす

取り組みを行うことが、ひとつの解決策とされて

いるなど（内閣府2007: 50-51）、円満な夫妻関係を

続けるために、趣味の共有や旅行など夫妻が共に

行動し、夫の家事参加などを通じて共有する時間

を増やすなど、「夫妻の時間」をもつこと、そし

て積極的な夫妻間のコミュニケーションが求めら

れている。ところが、現代の家族（夫妻）をみる

と、共働き世帯が増加し、夫の長時間労働で在宅

時間が短いだけでなく、24時間営業・年中無休の

サービス業をはじめとする業態の出現など、勤務

条件が多様化・複雑化している。とくに在宅時間

が不規則な家庭では、相互の生活時間の調整、と

くに子どもがいる場合、子どもの生活にあわせた

調整が必要となるだろう。（個人の意思はともか

くとして）家族や夫妻をとりまく空間的・時間的

な条件が、家族での時間を過ごすことを困難にし

ていることはこれまでもくりかえし指摘されてき

た。はたして、妻にとって夫がずっと「留守」と

いう現状はどのように感じられているのだろうか。

個人のwell-beingを高めるような、個人と家族と

の関係、そして調和的な家族と仕事の関係のあり

方を模索することが求められている。

そこで本稿では、仕事が休みの日および家事・

育児、余暇といった家族領域での時間と夫妻の

「関係の質」との関連を検討する。同じ日に休め

ないという、物理的に会える時間が少ない夫妻

は、「関係の危機」を経験しやすいのだろうか。

また、夫の家事・育児参加や余暇の時間は夫妻関

係にどのような影響をもつのだろうか。パネル14

を用いて、夫妻の休日や夫と妻の家事や余暇時間

の配分と、妻による現在の夫婦関係についての満

足度（以下、関係満足度）との関連の検討をおこ

なう。

2. 先行研究

（1）夫妻の生活時間の相互関係

これまでの生活時間研究において、家族領域に

ついての研究は、性別やライフステージ別、妻の

就業状態や労働時間別に１日あたりの家事・育児

時間や余暇の時間や行為時間、およびそれらの時

系列での推移が示されていることが多い（たとえ

ば水野谷 2005）。近年の傾向として、男性の家事

時間の増加と女性の家事時間の減少が止まったこ

とが指摘されている（NHK放送文化研究所編

2006）。

夫と妻の生活時間の相互関連についての先行研

家族領域での時間と妻の関係満足度

特集論文

田中 慶子
（財団法人 家計経済研究所 研究員）

第 ５ 章
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究の多くは、家事・育児に集中している。また時

間で尋ねるよりも、頻度で尋ねられることが多く、

夫と妻の相互の調整や時間の共有という観点から

の知見は多くない。だが、とくにわが国では国際

的にみても夫の家事・育児時間がきわめて短いこ

とから、男性の家事・育児への参加促進や抑制要

因の解明、夫妻間の不平等という立場で、夫妻の

家事・育児時間が注目されてきた。夫と妻の労働

時間・家事時間の相互関連に注目した松田・鈴木

（2002）では、妻の家事時間に占める夫のそれの

シェアを求め、労働時間が長いほど、家事時間は

短くなること、夫妻間での家事時間は、トレード

オフの関係にあるのではなく、妻の労働時間が自

分以上に長いときに夫の家事時間が増加すること

があきらかにされている。すなわち、まず妻が中

心となって家事をおこない、妻がすべてできない

ような場合に夫が支援するという夫妻の家事分担

像が示唆されている。また家族における平等の実

現という観点から家事分担に注目している田渕

（2007）は、家事時間でみると共働きよりも専業

主婦の夫の家事時間のほうが長いが、共働き夫妻

では妻の家事時間が相対的に長くないため夫妻の

家事負担割合としては平等化の方向に向かってい

ることを示している（ただし、その達成には25年

かかるという）。

このように夫妻の家事・育児時間については、

もっぱら妻がおこなっているという現状と同時に

共働き夫妻における家事分担の「平等化」のきざ

しが確認されている。しかしこれらの研究では、

（男性の家事・育児）時間の変化に注目している

が、具体的にそのような分担のあり方が、個人

に、とくに妻にとってどのような意味をもつのか

あきらかではない。

いっぽう、仕事が休みの日（以下、「休曜日」

とする）と生活時間に注目している研究は多くな

い。数少ない休曜日に関する研究として平田・貴

志（2002）があげられる。夫妻相互の休曜日と家

事時間と自由時間の関連について、以下のことを

あきらかにしている。就業日の組み合わせ別にみ

ると、夫が就業日である場合よりも休日である場

合の方が妻の家事労働の時間的負担が減少してい

るが、夫の休日の効果は妻にまで十分及んでいる

わけではないこと。また、妻が休日でも夫が就業

日であると自由時間は短く、妻の休日の効果は小

さく、全体として有職者の職業労働時間を短縮す

るだけでは夫妻の生活時間配分のバランスがとれ

るとは限らないという。

以上のように、わが国の現状では、共働き夫妻

において、とりわけ妻の家事負担が重いこと、そ

して夫妻間のバランスが十分にとれていないとい

う実態がわかる。しかし、これらの研究では、ど

のような生活時間の配分を理想とするのか、何ら

かの生活時間やパートナーシップのあり方を前提

として「平等」が議論されている。現在の夫妻の

分担のあり方が、個人にとってどのように評価さ

れているのか、端的には共働きの妻は過重負担に

不満はないのか、ということをあきらかにするこ

とが必要である。

（2）夫妻の生活時間と「関係の質」についての研究

わが国では、ほぼ一貫して夫よりも妻の関係満

足度が低く、その背景には性別分業的な、非対称

的な夫妻関係のあり方が指摘され（柏木 2003）、

家事・育児の分担の不均衡と、夫妻の「関係の

質」についての議論が蓄積されている。家事の分

担状況と不公平感の関連について、イデオロギー

論（分担に関する価値観が影響を及ぼすとする立

場）や衡平理論（夫妻間で等価な財の交換がなさ

れているかどうかに注目する立場）から説明され

ている（岩間 1997）。

夫妻の「関係の質」については、総合的な評価

の指標である関係満足度が取り上げられることが

多く、結婚年数にしたがってU字カーブを描くこ

とが知られている。関係満足度を規定する要因

は、性別、学歴（教育年数）、ライフステージ、

親との同居の有無などの社会経済的な属性ととも

に、夫妻の家事・育児分担や、同伴（共同）行

動、情緒的サポートなど、夫妻の相互作用のあり

方の影響が検討されてきた。性別およびライフス

テージによって若干異なるが、夫妻で同伴（共

同）行動をしている、夫からの情緒的サポートが

得られる妻の関係満足度は高い。しかし、夫の家
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事参加の関係満足度への影響については一貫して

いない。木下（2004）は、第1回全国家族調査

（NFRJ98）から子どもがいる場合は、夫の家事参

加が妻の関係満足度を高めることを報告している

が、大和（2006）は同じデータを用いて、育児期

（末子12歳未満）には家事参加の影響は認められ

ないが、非育児期（末子12歳以上）においては妻

の収入貢献度が高い場合、夫の家事参加は妻の関

係満足度を高めるという１）。

以上のように、先行研究では夫の家事・育児時

間（参加）や夫妻間の分担と関係満足度との関連

が検討されてきたが、ライフステージや妻の就労

状況によって異なる知見が得られている。関係満

足度についての諸要因を考慮したうえで、夫妻の

家族領域での時間と、関係満足度との関連を検討

することが必要である。

3. 夫妻の休日数・休曜日

本稿では、パネル14を用いて、夫妻の家族領域

での時間と関係満足度について検討をおこなう。

家族領域での生活時間について以下の２つの方法

で把握されている。ひとつは妻本人が回答する、

６カテゴリーの生活時間と、妻の観察による同じ

６カテゴリーの夫の生活時間が10分単位で測定さ

れており２）、本稿では家事・育児時間と余暇の時

間を家族領域での時間と考える。また、１週間あ

たりの休みの日数３）と休みの曜日（以下、「休曜

日」と表記する）が尋ねられている。

最初に、夫妻の休日の実態について確認しよ

う。パネル14のうち有配偶で、有職もしくは専業

主婦の者を対象とする。サンプル数は1,177人で、

妻の就労状況別の内訳は、フルタイム227人

（19.3%）、パート420人（35.7％）、自営62人（5.3%）、

専業主婦468人（39.8％）である。平均年齢は妻

37.67歳（標準偏差5.93）、夫40.03歳（標準偏差

7.16）で、結婚年数の平均は、12.3年（標準偏差

6.87）、子どもがいる夫妻が全体の87.3%である。

まず、１週間あたりの平均休日数をみると、全体で

は、夫1.59日（標準偏差0.54）、有職の妻は、2.1日（標

準偏差0.82）で、妻の就労状況別にみると、フルタイ

ム夫妻は、夫1.6日（標準偏差0.49）、妻1.8日（標準偏

差0.38）、パート夫妻は夫1.6日（標準偏差0.53）、妻2.3

日（標準偏差0.90）、自営夫妻では夫1.1日（標準偏差

0.45）、妻1.6日（標準偏差0.85）、専業主婦の夫1.6日

（標準偏差0.54）となっている。自営夫妻における休

日の少なさが顕著である。

次に、パネル14では、どの曜日が休みであるの

かを尋ねている（複数回答）４）。共働きの夫妻

（709組）の休曜日の組み合わせに注目すると、一

致して休みとなっている曜日は、日曜日 59.6％、

月曜日 1.1％、火曜日 1.3％、水曜日 0.8％、木曜

日 0.6％、金曜日 0.3％、土曜日 34.6％、「決まっ

ていない」 9.3％となっており、共働き夫妻の約

６割は日曜日がともに休日であり、約３割は土曜

日がともに休日となっている。夫妻の休みが特定

できるケース（480組）に限定し、休曜日の組み

合わせから「平日休み」「日曜のみ休み」「土曜の

み休み」「土日とも休み」に区分し、夫妻の休曜

日のパターンを組み合わせた結果を図表－１に示

す（％は全体を100として求めた）。夫妻ともに

「土日とも休み」は48.5％、土曜日か日曜日のいず

れか１日が一致して休みは、11.0％となっており、

全体で約６割の夫妻は、同じ休曜日パターンとな

っている。そして、夫は平日休み・妻は週末休み

という組み合わせは11.2％、妻は平日休み・夫は

週末休みという組み合わせは15.4％となっており、

全体の約４分の１の夫妻では休日が一致していな

いことがわかる。

夫と妻の休曜日の組み合わせから（妻が専業主

婦の場合は、夫の休曜日と同じとする）、夫妻で

休曜日が「不一致」「週末週休２日」「土日いずれ

か休み」「平日休み・不定休（以下、平日休みと

略記）」の４群に分けて（以下、休曜日パターン

とする）、基本的な属性との関連をみてみよう

（図表－２）。まず、妻の就労状況別にみると、フ

ルタイムと専業主婦では週末週休２日が多く、パ

ートでは不一致と週末週休２日、土日いずれかが

休みがほぼ均等で、自営では土日いずれか、もし

くは平日休みが多くなっている。

夫の職種別にみると、やはり自営・家族従業で

は平日休みが31.7%と多い。技能・サービスでは

家族領域での時間と妻の関係満足度
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不一致が22.4％と多くなっていることが注目され

る。技術・教員や事務では約８割が週末１日は休

曜日となっている。

以上のように、自営夫妻では休日の日数が少な

いこと、特定日がある共働き夫妻の休曜日は、約

６割が同じ曜日で、また夫の職種によって休曜日

パターンが異なっていることを確認できた。

4. 休曜日パターンと関係満足度

（1）休曜日パターンとライフステージによる違い

上記同様、夫妻の休曜日パターンを「不一致」

「週末週休２日」「土日い

ずれか休み」「平日休み」

の４群に分け、家族ステ

ージとの関連をみてみよ

う（図表－２）。まず結婚

年数別（５年ごと）にみ

ると、結婚20年以上では

不一致が25.2%と多く、結

婚５～９年では、週末週

休２日が多くなっており、

子どもの成長にあわせて

夫妻が休みを調整してい

ることが予想される。そ

こで末子基準の家族ステ

ージ別に休曜日パターン

をみてみると、末子が乳

児のころは、いずれかの

曜日でも休みが一致して

いる夫妻が多く、不一致

は5.4％にとどまる。しか

し、子どもが中学生・高

校生では、４分の１近く

が不一致パターンである。

妻の就労状況と家族ステ

ージ別にみると、パー

ト・嘱託で末子が中学

生・高校生という夫妻で、

フルタイムでも末子が高

校生では不一致パターン

が多い。

結婚生活が20年以上の長期にわたる夫妻におい

て、それまでの夫妻の「選好」の結果や、職業上

の変化などさまざまな要因を考慮する必要がある

が、単純集計のレベルではあるものの、子ども生

活や成長にあわせて、夫妻の休曜日が調整されて

いる可能性を確認できる。末子が中学・高校にな

るころには、お互いの仕事の都合が優先されるよ

うになると考えられる。

（2）休曜日パターンと関係満足度

次に上記のような夫妻の休日取得パターンと夫

妻の休日 
（%） 

夫の休日 平日 

日曜のみ 

土曜のみ 

土日休み 

列計 

平日 

2.5 

2.3 

0.0 

1.5 

6.3

日曜のみ 

1.3 

10.8 

0.0 

9.0 

21.0

土曜のみ 

0.2 

0.6 

0.2 

1.7 

2.7

土日休み 

1.7 

19.4 

0.4 

48.5 

70.0

行計 

5.6 

33.1 

0.6 

60.6 

100.0

図表--1 共働き夫妻における休曜日の組み合わせ 

（%） 

妻の就労状況 

 

 

 

 

夫職種 

 

 

 

 

 

結婚年数 

 

 

 

 

 

家族ステージ 

 

 

 

 

 

フルタイム 

パート・嘱託 

自営 

専業主婦 

計 

自営・家族従業 

管理・専門 

技術・教員 

事務 

技能･サービス 

計 

0～4年 

5～9年 

10～14年 

15～19年 

20年以上 

計 

末子0～3歳 

　　4歳～未就学 

　　小学生 

　　中学生 

　　高校生 

計 

人 

227 

420 

62 

468 

1177 

186 

92 

197 

244 

456 

1175 

168 

276 

253 

271 

206 

1174 

280 

144 

311 

146 

146 

1027

不一致 

21.1 

33.1 

19.4 

─ 

16.9 

16.1 

17.4 

11.2 

11.9 

22.4 

16.9 

12.5 

12.7 

15.8 

18.8 

25.2 

17.0 

5.4 

18.8 

18.6 

24.7 

23.3 

16.6

週末週休 
2日 

44.9 

30.5 

8.1 

54.3 

41.5 

11.8 

46.7 

67.0 

68.0 

27.4 

41.5 

40.5 

52.5 

41.5 

41.7 

27.7 

41.6 

52.1 

43.1 

40.2 

37.0 

27.4 

41.6

土日いずれか 
休み 

26.4 

27.6 

37.1 

22.4 

25.8 

40.3 

25.0 

15.7 

13.9 

30.9 

25.9 

28.0 

18.5 

28.1 

26.9 

29.6 

25.8 

23.9 

23.6 

25.7 

29.5 

29.5 

26.0

平日休み 

7.5 

8.8 

35.5 

23.3 

15.7 

31.7 

10.9 

6.1 

6.1 

19.3 

15.7 

19.0 

16.3 

14.6 

12.5 

17.5 

15.7 

18.6 

14.6 

15.4 

8.9 

19.9 

15.9

χ2＝255.5 

 

 

 

 

χ2＝251.9 

 

 

 

 

 

χ2＝43.07 

 

 

 

 

 

χ2＝57.3 

*** 

 

 

 

 

*** 

 

 

 

 

 

*** 

 

 

 

 

 

***

図表--2 基本属性別　休曜日パターン 

*** p<0.01
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妻関係の質との関連を検討しよう。「関係の質」

を測定する指標として妻の関係満足度をとりあげ

る。先行研究とは異なり、直接的な相互作用の頻

度ではないけれども、休曜日パターンは、夫妻の

関係の相互作用の構造をとらえている側面もある

だろう５）。ここでは、統制変数として、先行研究

を参考に妻の学歴、親・義親との同居（それぞれ

ダミー変数）、結婚年数、結婚年数の２乗、世帯

年収、子どもの有無（未就学児ダミー、小学生以

上ダミー）、妻の就労状況（常用雇用ダミー、パ

ートダミー、自営ダミー）、を投入し、関係満足

度（範囲：１～５点）を従属変数とした一般線形

モデルによる分析をおこなった（図表－３）。モデ

ルは統計的に有意な結果となり（調整済みR２.065，

p<.000）、統制変数については、結婚年数とその

２乗、妻の学歴が統計的に有意な結果となった。

結婚年数とその２乗が有意であったことから、関

係満足度はU字カーブを描いている。また妻の学

歴も統計的に有意な結果となっており、高学歴で

あるほど関係満足度は高い。ここでは親・義親と

の同居、子どもの有無、世帯年収、妻の就労状況

との関連は認められなかった。休曜日パターンに

よって関係満足度は異なっており、横断データで

はあるが、統制変数によって調整した関係満足度

を結婚年数別に図表－４

に図示すると、週末週休

２日の夫妻において関係

満足度が最も高く、次い

で平日休み、不一致群、

土日いずれか休みの順と

なっている。多重比較の

結果、「土日いずれか休

み」と「週末週休２日」、

「平日休み」との間で統計

的に有意な差が認められ

た。またそれらは（若干

の変動はあるけれども）

全体として安定的に推移

している。

また、休日数と休曜日

パターン別に関係満足度

を比較すると、「週末週休２日」は3.53点、「平日

休み」では、休日が週あたり２日では3.54点、１

日では3.54点、１日未満では3.49点、「土日いずれ

か休み」では、週あたり１日では、3.24点、１日

未満では3.20点、「不一致」では、週あたり２日で

3.45点、１日未満では3.24点となっており、同じ

休曜日パターン内でも、休日数が多いほうが関係

満足度は高い。

妻の学歴、親・義親との同居（それぞれでダミ

ー変数）、結婚年数、結婚年数の２乗、世帯年収、

子どもの有無（未就学児ダミー、小学生以上ダミ

ー）を統制して、妻の就労状況と休曜日パターン

の組み合わせ別に関係満足度を比較すると（図

表－５）、就労状況にかかわらず、休曜日パターン

によって差があり、フルタイムでも週末週休２日

の場合は、関係満足度が高い（フルタイムの平日

休みで一致パターンは、サンプル数が少なくここ

では留保する）。

以上のように、横断データではあるが、休曜日

パターンは、家族の発達、とりわけ子どもの学齢

によって異なること、また関係満足度との関連を

みると、休曜日が週末で一致している夫妻、週休

２日の夫妻で、妻の満足度は高いことが明らかと

なった。

本人学歴 

親同居ダミー 

義親同居ダミー 

結婚年数 

結婚年数２乗 

世帯年収 

未就学児ありダミー 

小学生 

常雇ダミー 

パートダミー 

自営ダミー 

休曜日パターン 

平日の家事 

休日の家事 

平日の余暇 

休日の余暇 

Ｒ２ 

 人 

休曜日パターン 
Ｆ 
11.80 

2.20 

0.44 

7.85 

6.43 

0.09 

0.76 

2.48 

0.41 

0.21 

0.00 

4.52 

 

 

 

 

.065 

996

*** 

 

 

** 

* 

 

 

 

 

 

 

** 

 

 

 

 

*** 

 

平日の家事 
Ｆ 
7.26 

1.25 

0.63 

4.93 

4.86 

2.00 

1.90 

2.78 

0.03 

1.08 

0.35 

 

3.04 

 

 

 

0.41 

781

** 

 

 

* 

* 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*** 

 

休日の家事 
Ｆ 
10.39 

2.37 

0.06 

13.60 

14.48 

0.13 

0.07 

0.94 

0.00 

0.66 

0.95 

 

 

9.37 

 

 

.084 

664

*** 

 

 

*** 

*** 

 

 

 

 

 

 

 

 

*** 

 

 

*** 

 

平日の余暇 
Ｆ 
3.64 

0.38 

0.43 

3.09 

1.07 

1.72 

2.00 

3.39 

1.26 

3.73 

1.85 

 

 

 

0.30 

 

.083 

482

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*** 

 

休日の余暇 
Ｆ 
4.74 

0.09 

0.75 

3.45 

2.06 

0.14 

0.16 

0.02 

1.41 

0.04 

0.39 

 

 

 

 

7.72 

.049 

458

* 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*** 

*** 

 

図表--3 関係満足度を従属変数とした多元配置の分散分析の結果 

*** p < 0.01, ** p < 0.05, * p < 0.1
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5. 家事時間・余暇時間と関係満足度

（1）休曜日パターンと家事時間・余暇時間

一緒にいる時間が少ない夫妻と、逆に多い夫妻

では、家族領域での時間はどのように異なるのだ

ろうか。ここでは夫妻関係の一側面として、家

事・育児時間（以下、家事時間とする）と、趣

味・娯楽・交際などの時間（以下、余暇時間とす

る）をとりあげて検討する。上記同様、パネル14

を用い、共働き夫妻の休日取得パターン別に家事

時間、余暇時間の観察をおこなう６）。

個人の生活時間は、ライフステージや世帯の状

況などによって違う様相をもつため、ここでは結

婚年数、子どもの有無（未就学児あり、小学生以

上の子どもありのダミー変数）、妻の就労状況を

統制したうえで、生活時間を従属変数とし、休曜

日パターンを独立変数とする一元配置分散分析を

おこない、休曜日パターンによる差異を検討し

た。結果は、図表－６、図表－７に示す。休曜日

パターンによって、生活時間に違いがあるのは、

平日の夫の余暇時間のみであった。多重比較をお

こなったところ、「不一致」群と「土日いずれか

休み」群で差があり、統制変数によって調整した

平均時間は、不一致群では99.11分、土日いずれか

休み群では117.23分と、後者では20分近く余暇時

間が長くなっている。

（2）夫妻の家事・余暇時間のバランスと関係満

足度

次に、夫と妻の家事時間・余暇時間のバランス

に注目しよう。家族領域での時間は、個人の選好

や世帯の状況によって所要時間は大きく異なるた

め、「関係の質」に対しては、たんに時間の長短

だけではなく、成員相互のバランスが問題となる。

ここでは平日、休日の家事、余暇時間別に、夫の

生活時間／妻の生活時間で夫妻間の時間の比を求

める。時間が同一である場合値は１となり、妻の

方が長ければ１より小さい値、夫の方が長ければ

１より大きい値となる７）。各項目別に比率が低群

（すなわち夫にくらべ妻の時間が長い）、中群、高

群（妻にくらべ夫の時間が長い）の三分位８）に分

けて、前記の関係満足度に対する統制変数を投入

4.2 

4 

3.8 

3.6 

3.4 

3.2 

3 

2.8

図表--5 休曜日パターン・妻の就労状況別 関係満足度（パネル14） 

不一致 

フルタイム パート・嘱託 自営 専業主婦 

週末週休2日 土日いずれか休み 平日休み 

4.2 

4 

3.8 

3.6 

3.4 

3.2 

3 

2.8
1 2 3 40 6 7 8 95 11 12 131410 16 17 181915 2122 23 24 2520

図表--4 休曜日パターン別 結婚年数別 関係満足度（パネル14） 

不一致 週末週休2日 土日いずれか休み 平日休み 

図表--6 休曜日パターン別　妻の生活時間 

休日・余暇 

休日・家事 

平日・余暇 

平日・家事 

250 300 350 400 分 200150100500

週末週休2日 土日いずれか休み 平日休み 不一致 

図表--7 休曜日パターン別　夫の生活時間 

休日・余暇 

休日・家事 

平日・余暇 

平日・家事 

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500 分 

平日休み 週末週休2日 土日いずれか休み 不一致 
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し、一般線形モデルによって関係満足度を比較し

た（図表－８）。

結果は図表－８に示すように、平日の家事、休

日の家事、および休日の余暇時間における夫と妻

の時間の比によって、妻の関係満足度は異なって

いた。最初に統制変数について確認すると、家事

時間については、平日・休日ともに本人学歴と結

婚年数、およびその２乗が、余暇時間については

休日のみ、本人の学歴との関連が認められる。

夫妻での比による関係満足度の違いをみると、

平日の家事時間では、夫の家事時間が０である

と、妻の関係満足度は低く、ほんのわずかでも夫

が家事をおこなっている夫妻とくらべて0.2点の差

があった（ただし夫の家事時間の比が増加して

も、妻の関係満足度はあまり高くなっていない）。

休日の家事時間では、妻の比率高群から順に、

3.16、3.37、3.55点と妻にくらべて夫の家事時間が

多いほど、妻の関係満足度は高い。最後に休日の

余暇時間は、妻の余暇時間が長いほど関係満足度

は高く、夫の余暇時間が長いほど、妻の関係満足

度は低い。多重比較の結果、夫の比率が高い群と

それ以外で差があり、妻低群3.56点、中群3.50点、

夫高群3.13点である。

このように平日は時間的にはわずかでも、休日

はできるだけ家事をする場合、もしくは妻の方が

夫よりも多くの余暇時間をもてている場合、夫の

余暇時間が長時間ではない場合、妻の関係満足度

は高い。夫が平日に家事を少しでもやっている

（と妻に認識される）ことや、休日に夫が家事を

すること、妻の方が余暇に費やす時間が多いな

ど、週休2日で時間的にゆとりがあり、家族領域

での時間を多くもってくれる（と予想される）夫

に対して妻の関係満足度は高くなっていることか

らも、夫の家族生活での時間の増加は、妻の主観

的well-beingにとっても重要である。

6. まとめ

本稿では、共働き夫妻に焦点をあわせて、休曜

日のパターンや夫妻間での時間のバランスと夫妻

関係の関係満足度との関連を検討した。知見をい

ま一度整理すると、（１）休日の状況について、

自営夫妻では休日数が少なく、特定日が休みの共

働き夫妻では約６割が一致している。（２）休曜

日パターン別に関係満足度を比較すると、妻がフ

ルタイムかパートかにかかわらず、週末週休２日、

平日休み（週休２日、１日＞１日未満）、曜日不

一致（週休２日＞１日未満）、土日いずれか休み

の順となっており、週休２日であり、休曜日が一

致しやすい妻の関係満足度は高い（ただし自営の

場合は少し異なる）。（３）夫妻間での家事時間、

余暇時間のバランスごとに関係満足度をみると、

家事をする夫、休日の余暇時間が妻よりも短い場

合に妻の関係満足度は高く、休日の夫の余暇時間

が長いときは低い。

これらの結果から、週休２日の実現および夫妻

が互いに家族領域での時間を確保し、夫が家族役

割（ここでは家事）に参加することが、妻の関係

満足度を高めることが示唆される。妻にとって夫

が「留守」は望ましいのかという最初の問いに答

えるならば、週休2日で一緒の休日、平日にわず

かでも夫に家事時間がある（すなわち０分ではな

い）場合に、妻の関係満足度は高いことからも、

ある程度「留守ではない」状況が、妻のwell-

beingにとって望ましい（正確には、関係満足度

を高く表明できる）と考えられる。WLBと少子

化との関連で補足すると40歳以下の妻について、

休日数や休曜日パターンによって出産意欲に違い

はみられない。このことからも夫妻の働き方（物

理的にすれ違いの生活）そのものが問題なのでは

なく、夫妻が互いに「関係の質」を高めること、

本分析の結果からは、夫が家事をおこない、休日

4.2 

4 

3.8 

3.6 

3.4 

3.2 

3 

2.8

図表--8 休曜日パターン別 夫妻の生活時間の比別 関係満足度 

低（妻が長い） 中 高（夫が長い） 

休日・余暇 休日・家事 平日・余暇 平日・家事 
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消費生活に関するパネル調査研究会メンバー（2007年度） 

所属は2007年9月現在 

主査     樋口美雄 （慶應義塾大学商学部教授） 

副査     岩田正美 （日本女子大学人間社会学部教授） 

（五十音順）  阿部正浩 （獨協大学経済学部准教授） 

        色川卓男 （静岡大学教育学部准教授） 

       木村清美 （大阪産業大学経済学部教授） 

       小原美紀  （大阪大学大学院国際公共政策研究科准教授） 

          重川純子 （埼玉大学教育学部教授） 

          高見朗  （総務省統計局統計調査部経済基本構造統計課課長） 

       永井暁子 （日本女子大学人間社会学部准教授）  

          野田正彰 （関西学院大学教授） 

          馬場康彦 （明星大学人文学部教授） 

       浜田浩児 （独立行政法人 労働政策研究・研修機構労働政策研究所副所長） 

          濱本知寿香（大東文化大学経済学部准教授） 

          チャールズ＝ユウジ・ホリオカ（大阪大学社会経済研究所教授） 

          御船美智子（お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学研究科教授） 
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図表8  対象者の有配偶率（パネル1４時点）
２７～２９歳 ３０～３２歳 ３３～３６歳 ３７～３９歳 ４０～４２歳 ４３～４５歳 ４６～４７歳 計

有配偶 - - - 200 171 190 138 699
横計％ - - - 28.6 24.5 27.2 19.7 100.0
縦計％ - - - 78.7 78.1 79.8 84.7 80.0

本 無配偶 - - - 54 48 48 25 175
調 横計％ - - - 30.9 27.4 27.4 14.3 100.0
査 縦計％ - - - 21.3 21.9 20.2 15.3 20.0

（ 　　内未婚 - - - 31 34 18 4 87
パ 横計％ - - - 35.6 39.1 20.7 4.6 100.0
ネ 縦計％ - - - 12.2 15.5 7.6 2.5 10.0
ル 　　内離死別 - - - 23 14 30 21 88

14-A 横計％ - - - 26.1 15.9 34.1 23.9 100.0

） 縦計％ - - - 9.1 6.4 12.6 12.9 10.1
　計 - - - 254 219 238 163 874

横計％ - - - 29.1 25.1 27.2 18.6 100.0
縦計％ - - - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

有配偶 208 - - - - 208
横計％ - - - - - - - -
縦計％ - - 74.8 - - - - 74.8

本 無配偶 - - 70 - - - - 70
調 横計％ - - - - - - - -
査 縦計％ - - 25.2 - - - - 25.2

（ 　　内未婚 - - 51 - - - - 51
パ 横計％ - - - - - - - -
ネ 縦計％ - - 18.3 - - - - 18.3
ル 　　内離死別 - - 19 - - - - 19

14-B 横計％ - - - - - - - -

） 縦計％ - - 6.8 - - - - 6.8
　計 - - 278 - - - - 278

横計％ - - - - - - - -
縦計％ - - 100.0 - - - - 100.0

有配偶 128 206 - - - - - 334
横計％ 38.3 61.7 - - - - - 100.0
縦計％ 42.7 65.0 - - - - - 54.1

本 無配偶 172 111 - - - - - 283
調 横計％ 60.8 39.2 - - - - - 100.0
査 縦計％ 57.3 35.0 - - - - - 45.9

（ 　　内未婚 157 94 - - - - - 251
パ 横計％ 62.5 37.5 - - - - - 100.0
ネ 縦計％ 52.3 29.7 - - - - - 40.7
ル 　　内離死別 15 17 - - - - - 32

14-C 横計％ 46.9 53.1 - - - - - 100.0

） 縦計％ 5.0 5.4 - - - - - 5.2
　計 300 317 - - - - - 617

横計％ 48.6 51.4 - - - - - 100.0
縦計％ 100.0 100.0 - - - - - 100.0

図表8  対象者の有配偶率（パネル1４時点）<続き>

２７～２９歳 ３０～３２歳 ３３～３６歳 ３７～３９歳 ４０～４２歳 ４３～４５歳 ４６～４７歳 計

『  有配偶 - - - 1,836,809 1,904,226 1,819,815 1,248,888 6,809,738
平 横計％ - - - 27.0 28.0 26.7 18.3 100.0
成 縦計％ - - - 73.7 76.7 79.0 80.4 77.1
17  未　婚 - - - 418,353 322,987 233,402 131,068 1,105,810
年 横計％ - - - 37.8 29.2 21.1 11.9 100.0
国 縦計％ - - - 16.8 13.0 10.1 8.4 12.5
勢  死　別 - - - 13,237 21,048 30,108 28,114 92,507
調 横計％ - - - 14.3 22.8 32.5 30.4 100.0
査 縦計％ - - - 0.5 0.8 1.3 1.8 1.0

』  離　別 - - - 178,398 194,820 188,346 126,250 687,814

（ 横計％ - - - 25.9 28.3 27.4 18.4 100.0
2005年 縦計％ - - - 7.2 7.8 8.2 8.1 7.8

女 （再）無配偶計 - - - 609,988 538,855 451,856 285,432 1,886,131

（ 横計％ - - - 32.3 28.6 24.0 15.1 100.0
・ 縦計％ - - - 24.5 21.7 19.6 18.4 21.4

（  不　詳 - - - 45,728 39,271 31,047 18,896 134,942
パ 横計％ - - - 33.9 29.1 23.0 14.0 100.0
ネ 縦計％ - - - 1.8 1.6 1.3 1.2 1.5
ル 　計 - - - 2,492,525 2,482,352 2,302,718 1,553,216 8,830,811

14-A 横計％ - - - 28.2 28.1 26.1 17.6 100.0

） 縦計％ - - - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

『  有配偶 - - 2,587,567 - - - - 2,587,567
平 横計％ - - - - - - - -
成 縦計％ - - 68.7 - - - - 68.7
17  未　婚 - - 900,195 - - - - 900,195
年 横計％ - - - - - - - -
国 縦計％ - - 23.9 - - - - 23.9
勢  死　別 - - 11,286 - - - - 11,286
調 横計％ - - - - - - - -
査 縦計％ - - 0.3 - - - - 0.3

』  離　別 - - 228,462 - - - - 228,462

（ 横計％ - - - - - - - -
2005年 縦計％ - - 6.1 - - - - 6.1

女 （再）無配偶計 - - 1,139,943 - - - - 1,139,943

（ 横計％ - - - - - - - -
・ 縦計％ - - 30.2 - - - - 30.2

（  不　詳 - - 41,617 - - - - 41,617
パ 横計％ - - - - - - - -
ネ 縦計％ - - 1.1 - - - - 1.1
ル 　計 - - 3,769,127 - - - - 3,769,127

14-B 横計％ - - - - - - - -

） 縦計％ - - 100.0 - - - - 100.0

『  有配偶 1,131,692 1,735,833 - - - - - 2,867,525
平 横計％ 39.5 60.5 - - - 100.0
成 縦計％ 44.6 60.0 - - - 52.8
17  未　婚 1,326,794 1,019,321 - - - - - 2,346,115
年 横計％ 56.6 43.4 - - - - - 100.0
国 縦計％ 52.3 35.2 - - - - - 43.2
勢  死　別 2,079 4,539 - - - - - 6,618
調 横計％ 31.4 68.6 - - - - - 100.0
査 縦計％ 0.1 0.2 - - - - - 0.1

』  離　別 75,623 129,237 - - - - - 204,860

（ 横計％ 36.9 63.1 - - - - - 100.0
2005年 縦計％ 3.0 4.5 - - - - - 3.8

女 （再）無配偶計 1,404,496 1,153,097 - - - - - 2,557,593

（ 横計％ 54.9 45.1 - - - - - 100.0
・ 縦計％ 55.3 39.9 - - - - - 47.1

（  不　詳 2,558 4,004 - - - - - 6,562
パ 横計％ 39.0 61.0 - - - - - 100.0
ネ 縦計％ 0.1 0.1 - - - - - 0.1
ル 　計 2,538,746 2,892,934 - - - - - 5,431,680

14-C 横計％ 46.7 53.3 - - - - - 100.0

） 縦計％ 100.0 100.0 - - - - - 100.0

注：コーホートAとコーホートB・Cでは無配偶単身世帯に対するアタック数が異なる。
資料：『平成１７年国勢調査』
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